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（内閣府、総務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省）

　富山県では、令和 ６年能登半島地震をはじめ、令和 ５年 ６月、 ７
月の豪雨など県内各地で深刻な被害が発生している。
　特に甚大な被害が発生した能登半島地震からの復旧・復興に向け
ては、昨年 ３月に策定したロードマップに基づき、被災市町村等と
連携のもと、スピード感を重視して震災からの復旧・復興に取り組
むとともに、今回の災害対応に関し、有識者による検証会議を立ち
上げ、検証を行い、震災の教訓を踏まえた今後の地域防災力の向上
にも積極的に取り組んでいる。
　今後も、復旧・復興に向けた取組みの点検・見直しを図りつつ、
国や市町村とも緊密に連携しながら、被災者一人一人に寄り添った
きめ細やかな支援に努めるとともに、こうした災害の教訓をもとに、
自然災害への対策を推進し、災害に強い地域づくりを進めるにあた
り、次の事項について格段の配慮を願いたい。

能登半島地震からの復旧・復興と地域防災力の
向上について

１ 　能登半島地震からの復旧・復興への対応
　⑴　くらし・生活の再建への支援
　　①　被災者の生活再建
　　　・地域福祉推進支援臨時特例交付金制度について、地域

に関わらず平等な支援が行われるよう、富山県内の被
災世帯への対象拡充など、被害の実情に応じた支援

　　　・被災者生活再建支援制度について、制度の持続可能性
や過去の救済措置にも配慮しつつ、被害の特性や物価
の状況に応じた支給額の増額や支給対象拡充、県・市
町村が独自に行う生活再建支援への財政措置

　　　・災害救助法の適用にあたっての被災市町村に格差や不
均衡が生じない弾力的な運用

　　　・災害救助法に基づく住宅応急修理制度の限度額の引上げ

１
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　　　・被災住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税の課
税標準の特例について、被災地の実情に応じた適用期
間の延長

　　②　液状化対策への支援
　　　・被害や地域の実情を踏まえた技術的支援、「宅地液状

化防止事業」や「住宅・建築物安全ストック形成事
業」の弾力的な運用と所要額の確保

　　　・地下水位低下工法など液状化対策の効果を継続して発
揮するため、変動する地下水位に応じ、安全かつ効率的
なシステムの稼働や調整等に要する経費への財政支援

　　③　災害廃棄物処理の推進
　　　・災害廃棄物の処理、全壊・半壊した家屋等の円滑な解

体・処理の促進及び市町村が行う公費解体申請者支援
事業等の経費に対する補助のほか、今後の災害廃棄物
処理体制の整備に向けた継続的な人的、技術的及び財
政的支援

　　④　住家被害認定調査の更なる簡素化
　　　・り災証明が迅速に交付できるよう、大規模災害時の住

家被害認定調査などの負担を踏まえ、デジタル技術の
活用等により、調査、手続きの更なる簡素化を図ると
ともに技術的・財政的支援

　　⑤　被災したこどもの心のケア
　　　・児童生徒の心のケアに必要な教員の加配措置及びスク

ールカウンセラーの追加配置にかかる財政支援、生活
環境の改善等のためのスクールソーシャルワーカーの
追加配置にかかる財政支援

　⑵　公共インフラの復旧、防災・減災、国土強靱化などに向
けた取組みの推進

　　①　公共土木施設や農林水産業施設、デジタル田園都市国
家構想・地方創生に資する施設、医療機関・福祉施設、
学校等文教施設・文化財などの早期復旧に向けた財政
的・技術的支援

　　　・公立学校施設災害復旧費国庫負担金について、少額な
施設等の復旧工事や原状復旧費用、今後の地震災害等
に備えた改良復旧費用への対象拡大

　　　・私立学校施設災害復旧事業について、所要額の確保と
補助率の嵩上げなど財政措置の拡充
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　　　・国指定等文化財の復旧に係る財政支援の拡充や技術的
支援、県及び市町村指定文化財、歴史的価値の高い未
指定文化財の復旧に対する国庫補助の創設

　　②　資材価格の高騰や賃金水準が上昇するなかでも、災害
に強い県土づくりを実現するため、今後策定される国土
強靱化実施中期計画に基づき、別枠で必要な予算・財源
の確保及び地方財政措置の充実

　　　・流域治水、土砂災害対策、地震・津波対策等の推進
　　　・能登半島の支援など、広域支援ルートとなる能越自動

車道や東海北陸自動車道など緊急輸送道路の整備推進
　　　・水道施設の耐震化を加速するため、国庫補助率の引上

げ、採択基準の緩和、対象施設の拡大など財政支援の
拡充

　　　・緊急防災・減災事業債、緊急自然災害防止対策事業債
の期限延長と対象施設の拡大など財政支援の拡充

　⑶　地域産業の再生への支援
　　①　生業（なりわい）再建
　　　・中小企業等の被害に関し、今後、液状化などの大きな

被害への具体的な対策が講じられる場合の復旧・復興
ニーズに即した追加支援

　　　・なりわい再建支援事業、小規模事業者持続化補助金
（災害支援枠）及び伝統的工芸品産業支援補助金（災
害復興事業）について、被災地の復旧の状況を踏まえ
た支援の継続

　　②　水産業の復旧・復興への支援
　　　・被災した水産業共同利用施設の復旧や機能向上のため

の十分な予算の確保
　　　・地震に起因する海底地すべりの影響により、漁獲量が

減少しているシロエビやベニズワイガニ等の水産資源
や漁場環境に関する調査への支援

　　③　観光産業への支援
　　　・能登半島を周遊する旅行の催行不能に加え、県東部の

主要観光要路である黒部峡谷鉄道も被災し令和７年度
も全線開通できないなど甚大な損失が見込まれること
や、能登地域に被災した富山県氷見市も含まれている
ことを踏まえ、被災状況に応じた観光コンテンツ造成
などへの支援
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　⑷　復旧・復興に向けた中期的・継続的な支援
　　　今後、新たに判明する課題を含め、復旧・復興に迅速か

つ適切に対応するための特別交付税の十分な確保・配分を
はじめとする県及び市町村への中期的・継続的な支援

２ 　自然災害対策の充実と地域防災力の強化
　⑴　災害対応検証等を踏まえた今後の大規模災害への備え
　　①　木造住宅の耐震化促進予算の確保
　　②　災害に強い公立学校施設の整備の促進
　　　・学校の防災機能の強化を推進するための予算の確保
　　　・体育館等の空調設備など、避難所機能の整備に係る財

政支援の拡充
　　③　私立学校の防災機能強化
　　　・体育館等への空調設備整備のための国庫補助の拡充と

十分な予算の確保
　　　・耐震補強工事に係る国庫補助の拡充と耐震改築補助の

恒久化
　　④　災害対策の拠点となる公用施設や公共施設の十分な防

災機能を確保するための整備・改修に対する財政措置の
拡充

　　⑤　ＴＫＢＳの整備など避難所の生活環境の抜本的な改善
をはじめ、住民の防災意識の浸透を図るための「新しい
地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）」
の継続などの財政措置も含めた支援の充実・強化

　　⑥　災害ボランティアの活動支援
　　　・災害ボランティアセンターの設置・運営に係る経費の

支援対象の拡大
　　⑦　外国人住民の防災力向上と外国人被災者への支援
　　　・災害時の外国人への支援体制整備に係る技術的支援の

充実に加え、今後の広域での有事に備え、やさしい日
本語や多言語による正確かつ迅速な情報発信及び夜間
や休日を含む２４時間相談対応が可能な体制整備

　　⑧　断層に関する調査研究の推進
　　　・令和６年能登半島地震をはじめとした石川県能登地方

を震源とする群発地震が本県に与える影響についての
調査研究等の実施

　　　・地震調査研究推進本部による地域評価の早期実施
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　　　・地震調査研究推進本部による高岡断層や射水断層などに
対する地震規模や発生確率に関する長期評価等の実施

　　⑨　津波対策の推進
　　　・津波による被害を軽減するための観測体制の強化
　　　・津波の規模等の予測精度の向上などに関する調査研究
　　　・堆積物調査などによる過去の津波調査の実施
　　　・海岸堤防や避難拠点施設などの整備に対する財政支援
　　⑩　弥陀ヶ原の火山防災対策の推進
　　　・防災訓練の実施など火山防災対策の取組みに対する支

援の充実
　　　・自然環境や景観に配慮した退避壕等の整備や、山小屋

を含めた避難施設への支援の拡充
　　⑪　要配慮者の医療や介護に必要な情報を、自治体間で迅

速かつ円滑に共有するシステムの整備
　　⑫　警察の機能強化への支援
　　　・道路損壊の多発等による警察活動への影響を踏まえ、

初動活動用ドローンの配備や操縦士の育成、高床バン
型及び四輪駆動式の無線警ら用車両の配備

　　　・治安維持のための移動交番車両の増強
　　　・道路交通の混乱防止のための信号機電源付加装置の更

新など施設整備への財政措置の拡充
　　⑬　災害発生時の負傷動物の救護や放浪動物の保護・収容、

飼い主からの一時預かり等を行う拠点施設整備・改修に
対する支援の拡充

　　⑭　観測・予測技術を活用した流域一体での洪水予測の高
度化や、線状降水帯をはじめとした防災気象情報の予測
精度の向上と自治体・住民への分かりやすい情報発信

　　⑮　消防・防災体制の充実
　　　・消防団の充実強化を図るための消防団活動に協力的な

事業所に対する財政支援
　　　・消防団設備整備費補助金の予算の確保及び被災地への

重点配分
　　　・消防防災ヘリコプターの２人操縦士体制の運用に係る

支援の充実
　　　・津波避難対策や避難者の把握・管理などの災害対応に

おけるＤＸの推進と自治体の防災関係システムの更新、
保守・点検などに対する財政支援の充実・強化
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（内閣官房、経済産業省、農林水産省、厚生労働省）

　米国政府による広範な貿易制限措置は、世界経済や多角的貿易体
制に大きな影響を及ぼすものである。今般の追加関税、相互関税措
置は、日本海側屈指の工業集積を誇る本県の製造業をはじめ、輸出
が近年伸びている農林水産業や食品製造業などあらゆる産業へ影響
を及ぼすとともに、県内消費や雇用など地域経済へ一定の影響が見
込まれる。
　ついては、地域経済への影響緩和を図るとともに、地方の潜在力
を最大限に引き出されるよう、次の事項について格別の配慮を願い
たい。

１ 　自由貿易体制の維持に向け、米国に対し、自動車等への追
加関税及び相互関税の見直しを粘り強く求めること

２ 　国内産業・経済への影響を把握・分析し、国民や事業者等
に対し正確、迅速かつ丁寧に情報を提供するとともに、地域
の実情を踏まえた対策を講じること

３ 　関税の影響を大きく受ける輸出関連事業者や、経済変動の
影響を受けやすい中小企業等に対する経営指導や資金繰り支
援などニーズに応じた対策を講じること

４ 　国民生活への影響を最小限に抑えるため、国内消費喚起策
を強化するとともに、国民の暮らしを下支えする支援策を講
じること

５ 　農林水産物の輸出に力を入れている産地の成長を妨げるこ
とがないよう、輸出先の多角化など必要な対策を講じること

６ 　食料安全保障の観点も踏まえ、農林水産業等に及ぼす影響
を十分に勘案した上、これまでの輸入のルールを堅持し、農
林水産物に対する万全な国境措置の確保等、国内生産への悪
影響を防ぐ対策を講じること

７ 　地方経済の持続的な発展を目指すため、地域資源を生かし
た付加価値の高い事業の創出や、価格転嫁の推進等による中
小企業の賃上げ原資の確保・拡大、労働者のリスキリング等
による生産性向上、販路の多様化に向けた支援を行うこと

米国の関税措置を踏まえた緊急対策について２
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（内閣官房、内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、文部科学省、こども家庭庁）

　富山県では、人口・生産年齢人口が減少するという事態を正面か
ら受け止めたうえで、人口規模が縮小しても経済成長し、社会を機
能させていくため、地方創生、少子化対策や転入促進策などに取り
組むとともに、「幸せ人口１０００万～ウェルビーイング先進地域、富
山」を目指し、関係人口の創出・拡大の取組みを一層進めていくこ
ととしている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　新しい地方経済・生活環境創生交付金について、
　⑴　全体予算額を対前年度以上とし、所要額を十分確保する

こと
　⑵　令和６年能登半島地震による甚大な被害を乗り越えて地

方創生の実現を図るため、第２世代交付金の交付限度額の
引上げやデジタル実装型における単年度実装必須等の要件
緩和、プロフェッショナル人材事業型の継続拡充など制度
の拡充を図ること

２ 　移住・起業支援金、ふるさと住民登録制度の創設、移住相
談会・セミナーの開催、就職期の女性の転入促進にも資する、
女性が働きやすく活躍できる環境づくりへの支援など、首都
圏や海外等から地方へ人を呼び込む取組みを引き続き実施し
充実させること

３ 　テレワークなど多様な働き方の拡大を踏まえて、二地域居
住の推進をはじめとする関係人口の創出・拡大に向けた地方
の取組みを支援すること

４ 　若い世代の所得向上対策の強化や雇用のセーフティネット
の構築のほか、地域少子化対策重点推進交付金の更なる拡充
など、結婚から妊娠・出産、子育てまでの一貫した切れ目の
ない少子化対策の実施に対する支援を充実強化すること

５ 　働き方改革・女性活躍の推進に係る取組みについて、
　⑴　同一労働同一賃金の遵守の徹底やキャリアアップ助成金

の充実などによる非正規労働者や在職者の処遇改善に向け
た取組みへの支援や、長時間労働の是正など働きやすい職
場環境づくりに向けた取組みへの支援を充実させること

　⑵　短時間正社員、勤務地限定正社員等の多様な正社員制度
やフレックスタイム、テレワーク等の柔軟な働き方の推進
への支援の充実及び副業・兼業の普及啓発を推進すること

　⑶　男性の育児休業の取得促進に向けた機運の醸成、助成金
や所得補償などに対する支援を充実強化すること

　⑷　次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画
の策定・公表及びその実施に係る支援を充実強化すること

　⑸　不妊治療の治療日数に応じた休暇制度や時間単位年次有
給休暇の企業への導入を促進すること

　⑹　男女間の格差解消や女性の健康課題へ取組む中小企業等
への支援、職場・地域における性別によるアンコンシャ
ス・バイアス（無意識の思い込み）の解消に向けた行動を
促進するため、地域女性活躍推進交付金等の予算額の確
保・拡充を図るとともに、これらの普及啓発の実施など女
性活躍の推進に向けた取組みを充実させること

６ 　人材開発支援助成金等の拡充、民間委託訓練実施経費の増
額及び企業と大学等が連携した学び直しの講座への支援など
企業のリスキリングや労働者の主体的な能力開発、社会人の
リカレント教育への支援を充実させること

７ 　高齢者・障害者・就職氷河期世代を含む不安定な就労を繰
り返し就職に支援が必要な中高年世代等の就業支援等の取組
みへの支援を引き続き実施し充実させること

地方創生２．０の強力な推進について３
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（内閣官房、内閣府、総務省、財務省、経済産業省、文部科学省、厚生労働省）

　地方創生２．０の「基本的な考え方」に盛り込まれた政府機関の移
転、企業や大学の地方分散は、過度な一極集中を是正し、地方創生
の強化と多極分散型の経済社会の構築に資する極めて重要な政策で
ある。
　ついては、これまでの取組みの成果を踏まえ、産官学が連携し戦
略的に政策を断行していくため、次の事項について各段の配慮を願
いたい。

１ 　地方創生の強化及び分散型国づくりの観点から、本県への
防災庁の設置など政府機関の地方移転を強力に推進すること

２ 　企業の地方移転を一層促進するため、地方拠点強化税制に
ついて、継続はもとより、オフィス減税と雇用促進税制の併
用を可能とするなど、制度をより充実させること

３ 　魅力的な地方大学の実現、地域の雇用の創出・拡充により、
若者の地方への定着を推進するため、地域の特色・ニーズ等
を踏まえ、大学改革に取り組むとともに、財政支援を継続す
ること

４ 　高度なデジタル人材を育成する情報系学部・学科に係る東
京２３区内の大学の定員増加抑制規定の例外措置について、時
限的な定員増であることが担保されるよう制度の厳格な運用
に努めること

政府機関や企業の地方移転の推進、地方大学の
振興について

４
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（総務省、厚生労働省、文部科学省、こども家庭庁）

　こども・子育て政策は、国と地方が車の両輪となって強力に推進し
ていくべき最重要課題であり、富山県では、こどもまんなか社会の実
現に向け、妊娠、出産、子育てまでの切れ目のない支援や困難な環境
にあるこどもへの支援等の強化に取り組んでいる。
　ついては、国においては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　こども・子育て支援施策は全国一律で行う施策と、地方が
その実情に応じてきめ細かに行う地方単独事業が組み合わさ
ることで、効果的なものとなることから、

　⑴　財政力によって、こども・子育て支援施策に地域間格差
が生じないよう、包括的な仕組みづくりなどは全国一律で
実施すること

　⑵　こども・子育て加速化プランの実施にあたっての支援金
制度の円滑な構築とともに、地方負担についての地方財政
計画への確実な反映

　⑶　地方がその実情に応じた独自の政策を実施するための地
方財政措置の拡充

２ 　ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化の
ため、

　⑴　０歳から２歳児の保育料無償化の対象拡大
　⑵　全国一律のこども医療費助成制度の創設
　⑶　不妊治療の保険適用範囲の拡大、不妊・不育症治療の独

自支援を行う地方自治体への財政的支援
　⑷　経済状況にかかわらず希望する教育を受けられるよう、

教育費等の負担軽減や教育環境の整備に対する支援の充実
　⑸　国が実施する学校給食無償化の実施における、国の責任

による恒久的な財政措置の実現と地方が独自に行う地産地
消や食育の取組みへの十分な考慮

こどもまんなか社会の実現に向けた
こども・子育て政策の推進について

５
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３ 　全てのこども・子育て世帯を対象とするサービスの拡充の
ため、

　⑴　新生児マススクリーニング拡大検査の継続的な実施と地
方への財政措置の拡充

　⑵　保育所等の安定的な運営に資するよう、１歳児の配置基
準の改善や、保育士等へのさらなる処遇改善等の公定価格
への反映、人材確保への支援拡充、医療的ケア児や障害児
等、多様な保育への支援拡充などの保育環境の充実強化

　⑶　放課後児童クラブや一時預かり、病児・病後児保育等の
安定的な運営や人材確保のための補助制度の拡充など、地
域子ども・子育て支援事業の充実強化

　⑷　児童相談所や児童心理治療施設、障害児入所施設の整備
や運営体制の充実、業務負担が大きい専門職や保育士等の
処遇改善など機能強化に必要な財政支援の充実強化

　⑸　里親委託や、児童養護施設等の多機能化・小規模化など
の取組みに対する支援の充実強化

　⑹　こどもの居場所づくりや、困難な状況にあるこどもへの
取組みに対する支援の充実強化

　⑺　自立支援給付金制度の支給対象期間の延長や自己負担の
軽減など、ひとり親の自立に向けた支援の充実強化

　⑻　フリースクール等に通う家庭の施設利用料等の負担軽減
や規模・運営状況等を踏まえた施設への支援など財政措置
の充実、学校や教育委員会とフリースクール等との連携を
強化する支援の充実、フリースクール等を取り巻く環境変
化を把握するための全国的な実態調査の実施

４ 　発達障害児への支援の充実のため、児童発達支援センター
が障害保健福祉圏域の児童発達支援を提供する拠点施設とし
てその機能と役割を果たせるよう、財政支援などの充実強化

５ 　こどもの視点や子育て当事者の視点に立った施策の推進の
ため、こどもや子育て当事者の意見聴取、施策への反映、フ
ィードバックに対する支援の充実強化
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（内閣府、内閣官房、国土交通省、経済産業省、総務省）

　今年 １月に、埼玉県八潮市において下水道管の破損による大規模
な道路陥没事故が発生した。高度成長期を中心に整備したインフラ
の老朽化が進む一方、物価高や賃金水準の上昇による事業費の増高、
人材不足などから、その維持管理、計画的な改築・更新に課題が顕
在化している。
　他方、人口減少が急速に進み人的・財政的な資源が限られるなか、
持続可能で質の高い行政サービスを提供する体制づくりが喫緊の課
題であることから、本県においては、令和 ７年度に「未来へつなぐ
行政サービスのあり方検討会」を設置し議論を開始する。特に、行
政サービスの基盤である「公共・公用施設」については、利用ニー
ズの減少を見据え、個々の自治体の取組だけでなく広域的・分野横
断的な視野から規模や配置等を最適化する必要があり、県や市町村
など複数団体の連携やＰＰＰ／ＰＦＩ等の民間活力の導入などによ
り実効性を高めることが重要である。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　インフラ老朽化・安全対策の強化への支援
　⑴　各長寿命化計画に基づき実施する点検・診断、修繕・更

新及び集約化に必要となる一連の財政支援
　⑵　上下水道や工業用水道の安全対策を図る点検への支援及

び老朽化・耐震化対策の推進に向けた予算の十分な確保
２ 　道路の安全対策、共同管理への支援
　⑴　除雪や気候変動に伴う凍結融解等で損傷した道路の舗装

や区画線などの修繕について、補助対象の拡大や特例的に
交付税措置のある地方債の対象とするなど財政支援の充実

　⑵　地域のインフラについて、県や市町村の管理区域にかか
わらず共同管理を実施できる仕組みの構築や技術的支援の
充実

３ 　施設の最適配置への支援
　　公共施設等総合管理計画に基づく「公用施設」の最適配置
（新設、集約・複合化等）に集中的に取り組むための、交付
税措置のある地方債の創設など財政支援の充実

公共インフラの老朽化・安全対策の強化及び人口減少に適応した
持続可能な行政サービスの確保への支援について

6
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（内閣官房、法務省、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省）

　本県においては、県内の外国人住民数が近年増加していることな
どの環境変化を踏まえ、新たな条例の制定や富山県外国人材活躍・
多文化共生推進プランの改訂を検討している。国や市町村等と連携
して、外国人材が活躍できる環境を整備するとともに、外国人が暮
らしやすい多文化共生の地域づくりを一層推進するため、次の事項
について、国の責任において取り組まれるよう格段の配慮を願いたい。

１ 　外国人材の活躍
　⑴　留学生や特定技能外国人、アジア等海外の優秀な人材が

就学、就職先として地域を選択し、長く暮らし働き続けら
れるよう、就労や生活に係る環境を確保すること

　⑵　外国人材の受入れや活躍・定着に向けて、地方の企業等
が行う日本語能力の向上や地域との調和、職場環境整備を
図る取組みに対して支援を行うこと

　⑶　技能実習制度に代わる育成就労制度については、企業に
おける外国人の適正な受入れとともに、地方産業の実態を
踏まえた産業分野の追加設定や地域における継続的な人材
確保対策など、地方に配慮した制度設計や運用とすること

２ 　多文化共生の地域づくり
　⑴　外国人に対する情報提供や相談対応、日本語教育など、

多文化共生社会の実現に向けた取組みに必要な予算を充分
に確保するとともに、地方自治体が計画的かつ総合的に実
施することができるよう、地方交付税等も含めた財政措置
を充実すること

　⑵　日本語指導が必要な外国人児童生徒への支援のため、教
員の定数措置を充実すること

３ 　「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」等で示
されている多文化共生施策が、国において責任をもって統一
的で着実に実行されるよう、組織体制等を整備すること

外国人との共生社会の実現に向けた支援について７
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（内閣官房、内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、こども家庭庁、農林水産省、経済産業省、国土交通省）

　物価上昇を安定的に上回る構造的な賃上げに向け、生産性向上に
より賃上げ原資を確保し、適切な価格転嫁と所得向上を図り、それに
伴う需要や投資拡大による経済の好循環を実現していく必要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　ＩоＴ、ＡＩ等を活用したＤＸの推進や省エネ等への設備
投資、労働者のリスキリング等による生産性向上への支援

２ 　サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を進めるための機
運醸成や取引適正化の推進、地方自治体による取組みの支援
と連携強化

３ 　非正規を含めた労働者全体の賃金水準の向上や地域におけ
る人材確保のための最低賃金の地域間格差の是正

４ 　動静脈産業の連携や異業種連携での技術開発、行動転換に
よるサーキュラーエコノミーへの移行に向けた支援

５ 　物流事業者の賃上げ原資の確保や物流の生産性向上を図る
ための支援の充実

６ 　持続可能な農業の実現と食料の安定供給に向け、再生産を
可能とする合理的な価格形成の実現と国民の理解醸成

７ 　米価安定対策として、備蓄米の流通の円滑化などの取組み
の推進

８ 　公共事業を含む国庫補助全般について、エネルギーや資材
価格、労務費等の上昇を踏まえた、補助単価等の実態に即し
た機動的な見直しや事業量の確保のための予算措置

９ 　電気やガス（特別高圧電力やＬＰガス等も含む）、燃料油
などの価格の安定に向けた全国一律の対策の機動的な実施

１０　燃油価格の高止まりにより厳しい経営状況にある交通事業
者に対する財政支援の継続・拡充

物価高克服と構造的な賃上げ、経済の好循環の
実現について

８
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（内閣官房、内閣府、総務省、農林水産省、国土交通省）

　山村・過疎・半島地域等を含めた中山間地域（以下「中山間地
域」）は、県土の保全や水源の涵養などの多面的機能を有する本県
の貴重な財産である。一方で、少子・高齢化や都市部近郊への人口
流出、産業の衰退による地域社会の活力低下、農林業の担い手不足
による耕作放棄地の増加、さらには、買い物や交通といった生活機
能の低下など、集落の維持が深刻な状況に直面している。
　また、地理的要因から風水害や土砂災害、地震・津波等の災害時
には、道路等の交通網の寸断による集落の孤立等が懸念される。
　このため、県では「中山間地域における持続可能な地域社会の形
成に関する条例」に基づき、中山間地域創生総合戦略を策定し、総
合的な対策に取り組むこととしている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　中山間地域において、道路整備、生活物資や移動手段の確
保、医療、防災、除雪などの住民の安全・安心な暮らしが維
持されるよう、県や市町村等が行う各種施策に対して、国が
責任をもって財政措置を講じること

２ 　中山間地域のコミュニティの維持・活性化に向け、住民主
体での地域の未来像を話し合う取組みとともに、集落支援員
の設置・活動支援や地域おこし協力隊など地域づくりを支え
る多様な人材の確保・育成に対する財政措置を人件費上昇・
物価高騰を踏まえ、さらに充実させること

３ 　中山間地域等直接支払における条件不利の実態に配慮した
支援の拡大と第６期対策の継続に向けた予算の確保と十分な
配分

４ 　グリーン・ツーリズムや滞在型・体験型観光、農泊等の交
流・関係人口拡大施策に対する財政措置を充実させること

中山間地域の活性化について９
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（内閣府、外務省、文部科学省）

　北方領土は、私たちの祖先が切り拓いた我が国固有の領土であり、
日ロ両国間の真の友好関係を樹立するためにも早期に解決しなけれ
ばならない極めて重要な課題である。
　とりわけ本県は、歯舞群島等での昆布漁の漁場開発に取り組んだ
ことから、北方四島からの引揚者が北海道に次いで多く、その早期
返還は県民の悲願である。しかし、戦後７９年が経過してもなお解決
に至っておらず、最近の外交交渉においても、残念ながら、具体的
な進展は見られない。
　元島民の高齢化が進むなかで、本県では令和 ２年 ９月に元島民の
方々の念願であった「富山県北方領土史料室」を整備し、次の時代
を担う後継者の育成を図るとともに、史料の散逸防止や元島民の証
言等の伝承に努めている。
　ロシアによるウクライナ侵略で、領土交渉の今後の展望は大変厳
しい状況であるが、領土問題の解決には、国民世論の結集や国民同
士の対話と交流の積み重ねが重要であることから、国におかれては、
早期返還に向けて、粘り強く交渉を続けられるとともに、次の事項
について格段の配慮を願いたい。

１ 　早期返還に向けた毅然とした外交の推進と返還要求運動の
更なる充実並びに国民世論・国際世論の高揚を図るための啓
発等の強化

２ 　北方領土教育の一層の充実や青少年交流の拡大など次世代
後継者の積極的な育成

３ 　北方墓参をはじめとした国の四島交流等事業の一日も早い
再開

北方領土の早期返還に向けた外交交渉の推進と
次世代後継者の積極的な育成について

１０
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（警察庁、文部科学省）

　本県では、サイバー空間や先端技術の利用拡大、人口構造の変化
等社会情勢の変化に伴い、刑法犯認知件数やサイバー犯罪、特殊詐
欺等の被害が増加し、極めて憂慮すべき状況にあるほか、匿名・流
動型犯罪グループ等治安対策上の新たな脅威の出現など警察事象の
複雑・多様化、広域化、スピード化等に対処するため、警察活動の
高度化・合理化・効率化を図るとともに、捜査体制を充実させる必
要がある。さらに、本県警察では、令和 ４年 ２月に策定した「富山
県警察機能強化推進計画」に基づき、県内 ４エリアにおいて警察署
の再編整備による新庁舎整備に向けた手続きを順次進めていく。
　また、令和 ６年中、県内における子供の交通事故件数及び負傷者
数が増加しており、通学路等における子供の交通事故防止等を図る
必要があるため、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　警察活動の機能強化
　⑴　事件の早期解決を図るための高度なＡＩを活用した防犯

カメラ映像解析システムの整備
　⑵　地域警察活動の充実強化を図るため、ドローン及び移動

交番車両の増強配備
２ 　再編整備への財政支援の拡充
　⑴　警察署の再編整備に係る財政支援の拡充
　⑵　近年の建設機材や人件費等の高騰に対応するため、施設

整備費補助金新営単価の増額及び予算額の確保
３ 　防犯カメラの設置促進等による防犯対策の強化
　　地域の安全・安心の確保の上で大変有効な防犯カメラの設

置促進とネットワーク化による犯罪抑止の高度化へ向けた支援
４ 　通学路等における子供の安全確保のための取組
　⑴　通学路等における歩行者の安全確保のため、信号制御機

の更新、信号灯器のＬＥＤ化など交通安全施設の高度化更
新に係る予算額の確保

　⑵　学校や通学路における子供の安全確保のため、安全教育
を促進する施策の充実及び財政支援の拡充

　⑶　公立学校の安全体制を確保するため、防犯対策の施設整
備に対する財政支援の拡充

県民の安全・安心の確保について１１
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（内閣府、消費者庁、総務省）

　本県では、県民が安全で安心して暮らすことのできる社会の実現
に向けて、地方消費者行政強化交付金等を活用し、市町村と連携し
て消費生活相談窓口の機能強化を図るとともに、環境教育や特殊詐
欺未然防止など喫緊の課題をはじめ、持続可能な社会の実現に向け
た食品ロス削減やエシカル消費の推進等、消費者教育・啓発活動に
重点的に取り組んでいる。
　また、平成２９年 ４ 月に施行された「富山県犯罪被害者等支援条
例」に基づき、関係機関等との連携の下、犯罪被害者等支援に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、平成３０年 ３ 月には
「性暴力被害ワンストップ支援センターとやま」を開設し、性暴力
被害者等に対する支援を行っているところである。
　ついては、消費者行政の推進並びに性犯罪被害者等支援の充実を
図るため、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　地方消費者行政強化交付金の継続等引き続き必要な財源措
置を講ずるとともに、制度の改善を図ること

　⑴　強化事業の対象については、国として取り組むべき重要
な消費者政策に限られていることから、地方の実情に応じ
て柔軟に活用できるよう使途の拡充や補助率の嵩上げを図
ること

　⑵　推進事業に必要な予算を充分に確保するとともに、個別
事業ごとに設けられた活用期間の延長や支出限度額の撤廃
等を図ること

２ 　性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター
の安定的な運営や、機能の強化、未然防止の取組みのための
十分な財源の確保と財政支援の大幅な拡充を図ること

消費者行政の推進と性犯罪被害者等への支援の
充実について

１２
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（総務省）

　本県では、平成２８年１０月に、高岡市、射水市、氷見市、砺波市、
小矢部市、南砺市において「とやま呉西圏域連携中枢都市圏」が、
平成３０年 １ 月に、富山市、滑川市、舟橋村、上市町、立山町におい
て「富山広域連携中枢都市圏」が形成され、産業、医療、福祉、教
育、公共交通など様々な分野で連携事業に取り組んでいる。
　また、県としても、連携中枢都市圏をはじめ、市町村の連携事業
について財政的に支援する制度を設けている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　連携中枢都市圏の取組みに対する財政措置の安定的な確保
及び充実

２ 　連携中枢都市圏等の取組みに対し、都道府県が支援する場
合の地方交付税等による財政措置の創設

「連携中枢都市圏」への支援について１３
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（内閣府、総務省、財務省）

　社会保障関係費の増加に加え、賃上げや物価、金利の上昇等によ
る財政需要の増加が見込まれる中、地方の増大する役割に対応し、
その実情を十分に反映した地方分権を実現していくために、次の事
項について格段の配慮を願いたい。

１ 　地方分権改革の推進において、地方の提案を着実に実現す
るとともに、「従うべき基準」や計画策定等を規定する法令
等の見直しを進めること。また、「国と地方の協議の場」の
運営にあたっては、地方に関する重要施策について、地方の
意見を適切に反映させるよう努めること

２ 　安定した地方税財政制度の確立
　⑴　地方創生・人口減少対策をはじめ、地域経済の活性化、

こども政策、ＤＸやカーボンニュートラルの推進、防災・
減災対策、公教育の再生など地方の実情に沿ったきめ細か
な行政サービスを十分担えるよう、財政需要を地方財政計
画に的確に反映し、安定的な財政運営に必要な地方一般財
源総額を確実に確保・充実すること

　⑵　地方交付税の総額を拡充するとともに、財源保障機能と
財源調整機能の維持・充実を図ること。臨時財政対策債に
ついては、廃止や地方交付税の法定率の引上げも含めた抜
本的な見直しを図るべきであり、引き続き、発行額の縮
減・抑制に努めるとともに償還財源を確実に確保すること

　⑶　災害対策の拠点となる公用施設や公共施設の十分な防災
機能を確保するための整備・改修に対する財政措置を拡充
すること

　⑷　頻発する自然災害への対応として、地方が防災・減災対
策を強化できるよう、緊急防災・減災事業債及び緊急自然
災害防止対策事業債の期限延長と対象の拡充など地方財政
措置を拡充すること

　⑸　いわゆる年収の壁に係る基礎控除額等の引上げなど、さ
らなる恒久的な見直しが行われる場合の財政影響分につい
ては、地方の担う行政サービスに支障を来すことがないよ
う、国の責任において代替となる財源を適切に確保すること

　⑹　いわゆるガソリン等の暫定税率の廃止に向けた議論にあ
たっては、軽油引取税及び地方揮発油譲与税が地方の重要
な財源であることを踏まえ検討すること

　⑺　住所地課税の原則に即した道府県民税利子割の見直しを
含め、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の
構築に向け検討すること

　⑻　自動車関係諸税の総合的な見直しにあたっては、国・地
方を通じた安定的な財源を確保することを前提に議論を進
めること

　⑼　法人事業税について、収入金額課税を堅持すること

地方分権の実現と安定した地方税財政制度の
確立について

１４
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（内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、デジタル庁）

　本県では、直面する諸課題を克服するため、富山県デジタルによ
る変革推進条例を制定し、地域や産業、行政のＤＸ・生産性向上、
デジタル社会を支える人材の確保・育成にスピード感を持って取り
組んでいる。ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　地域・産業のＤＸ・生産性向上
　⑴　データヘルスを活用した健康寿命延伸対策の充実に対す

る支援
　⑵　地域課題の解決ならびに行政のＤＸ・生産性向上に向け

たデジタルツールや基盤導入の実証や整備等、デジタル産
業の振興や県内産業の高度化、企業の生産性向上を後押し
する地域社会のＤＸ推進に対する支援

　⑶　ロボット・ＡＩ等を利用したスマート技術の開発促進な
ど、農林水産業の持続的な発展に向けた施策の強化

２ 　行政のＤＸ・生産性向上
　⑴　行政手続のオンライン化における支障事由の解消及び地

方自治体のシステム改修等に対する技術的・財政的な支援
　⑵　国が整備する自治体行政手続等の電子申請システムにつ

いて、電子納付を可能とする国と地方が共通して利用でき
る統一基盤の構築

　⑶　マイナンバーカードの利活用拡大に対する技術的・財政
的支援の継続と、国民に広く理解を得るための、メリット
や安全性についての広報の一層の強化

　⑷　国が進める基幹系業務システムの標準化・共通化後のガ
バメントクラウド使用料などについては、国が責任をもっ
て適切な財政措置を講じるとともに、標準化・共通化の影
響を受ける関連システムの改修などについての技術的・財
政的な支援

３ 　デジタル社会を支える人材の確保・育成
　⑴　ＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴ教育の推進など、

デジタル社会を支える人材育成に対する支援の充実
　⑵　誰一人取り残さない「デジタル社会」の実現に向けて、

地域の実情に応じた十分な講習機会の確保等、デジタル・
デバイドの解消に対する支援

　⑶　生成ＡＩなど新たなデジタル技術が急速に進展している
ことを踏まえ、ＤＸ推進リーダーの育成などに係る経費に
ついて、現在、令和７年度までとされている財政措置の継続

デジタル・トランスフォーメーションの
加速化について

１５
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（文部科学省、総務省）

　本県では、令和 ４年 ３月に「教育振興基本計画」を策定し、教育
を通した「全ての県民が生き生きと自分らしく暮らせるウェルビー
イングの向上」を目指し、取組みを進めているところである。
　また、国の第 ４期教育振興基本計画では、総括的な基本方針とし
て「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」が掲げられている。
　ついては、子供たちのウェルビーイングの向上、誰一人取り残さ
ない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けた教育環境
の整備・充実を図るため、次の事項について格段の配意を願いたい。

１ 　個別最適な学びと、協働的な学びを進めるため、ＩＣＴ環
境の充実を図ること

　⑴　教材及び指導方法の開発・提供や、ＣＢＴシステムの学
習コンテンツ拡充など、教員のＩＣＴ活用指導力や情報教
育指導力の向上及び個に応じた学びの充実のための支援

　⑵　情報通信技術支援員の配置やＩＣＴ環境整備に係る県及
び市町村への財政措置の継続・拡充

　⑶　初等中等教育段階の公立学校での１人１台端末の更新費
用への財政支援の拡充

　⑷　デジタル教科書の導入に係る財政支援
２ 　個に応じたきめ細かな指導の充実等に向け、教職員定数の

改善を図ること
３ 　子供と向き合う時間の一層の確保に向け、学校における働

き方改革を図ること
　⑴　スクール・サポート・スタッフ配置のための財政支援措

置の更なる拡充
　⑵　部活動指導員配置のための財政支援措置の更なる拡充
　⑶　休日の部活動の段階的な地域展開に向けた継続的な財政

支援
　⑷　担い手確保や資質向上のための教員養成の改善充実
　⑸　教員の勤務実態を踏まえた教職員給与の改善及び必要な

財政措置の確実な実施
４ 　夜間中学について、設置準備から設置後の運営に至るまで

の財政支援を継続・拡充するとともに、多様な生徒にきめ細か
く対応できるよう教職員定数などの支援策の充実を図ること

子供たちのウェルビーイングの実現に向けた
教育の充実について

１６
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（文部科学省、総務省）

　国は、小学校の教科担任制推進教員の配置の増員、中学校の学級
編制基準を令和 ８年度より年次進行で３５人とすることを決定したが、
学校教育を取り巻く複雑化・多様化する課題に的確に対応するには、
引き続き、少人数教育や小学校における教科担任制等の指導体制の
充実が図られるよう教職員定数の拡充が必要となっている。
　特に、外国人児童生徒も増加傾向にある中、相談員等を含めた人
的支援の充実が必要である。また、教育環境の急激な変化に対応で
きるよう、初任者の指導力向上が急務となっている。
　また、本県では、発達段階に応じた切れ目のないキャリア教育に
取り組んでいるところであり、キャリア教育における指導力の向上
が求められている。
　ついては、個に応じたきめ細かな指導の充実等を図るため、次の
事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　少人数教育等を確実に推進するため、地方の実情を十分聞
きながら、新たに教職員定数改善計画を策定するとともに、
その実施にあたっては、加配定数を維持しつつ、純増での基
礎定数の改善と財源確保を図ること

２ 　多様な教育ニーズに対応するための教職員配置等を充実す
ること

　⑴　少人数指導など指導方法の改善のための定数措置
　⑵　小学校における教科担任制の実施に向けた定数措置
　⑶　外国人児童生徒に対する日本語指導のための定数措置及

び母語に対応できる相談員等の配置のための財政支援
　⑷　統合校及び義務教育学校の運営安定化のための経過的な

定数措置
　⑸　補習等のための指導員等派遣事業の拡充
　⑹　学校司書配置のための財政支援措置の拡充等
　⑺　地方の実情に応じ、初任者４人につき１人の初任者研修指

導教員配置となる定数措置及び財政支援措置の更なる拡充
　⑻　分校への配置も含め、地域の実情に応じた養護教諭の定

数措置
３ 　キャリア教育の充実のため、政府関係機関の研修機能の一

部移転として、独立行政法人教職員支援機構による「キャリ
ア教育指導者養成研修」の本県での開催を継続すること

個に応じたきめ細かな指導の充実等に向けた
教職員定数改善等について

１７
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（文部科学省）

　小中学校をはじめ公立学校施設については、老朽化が急速に進ん
でおり、安全面での不安を抱えた施設や、機能面で不十分な施設が
多くある。これに加え、再編統合や避難所としても利用される体育
館等への空調設備の整備促進など、実情に応じた様々な施設整備が
必要である。
　このため、本県では、老朽化した学校施設の計画的改善を進め、
安全・安心かつ快適な教育環境の確保を図るとともに、避難所とし
ての機能強化のための公立学校施設整備に積極的に取り組んでいる
ところである。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

　老朽化対策や再編統合、高等学校も含めた体育館等への空調
設備整備の推進など、公立学校施設整備を円滑かつ計画的に実
施できる予算の確保及び財政支援の拡充を図ること

小中学校等の施設整備の推進について１８
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（文部科学省、総務省）

　インクルーシブ教育システムの推進に向け、本県では、令和 ４年
３月に富山県特別支援学校将来構想を策定して、施策の強化を図っ
ているところである。特別な教育的ニーズのある児童生徒に対して
は、通常の学級や通級による指導、特別支援学級、特別支援学校と
いった、連続性のある多様な学びの場の整備とともに、特別支援教
育を充実させるための教職員の専門性の向上が必要である。
　また、いじめ、不登校などは依然として深刻な状況にあることか
ら、学校現場からスクールカウンセラー、スクールソーシャルワー
カー等の配置拡充が求められるとともに、多様な子どもの学びの場
や居場所の確保のための支援体制の構築が必要である。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　小・中学校における特別な教育的支援を必要とする児童生
徒の教育の充実を図るため、特別支援学級の学級編制の標準
の引下げ及びそれに伴う教職員定数の改善を行うとともに、
必要な財政措置を講じること

２ 　インクルーシブ教育システムの推進の観点から、特別支援
教育を一層充実すること

　⑴　特別支援教育支援員の配置に係る財政支援の拡充
　⑵　教員の専門性を高めるために、特別支援学校教諭免許状

の保有率向上策の拡充、及び教員研修に対する支援の拡充
　⑶　高等学校を含む公立学校のバリアフリー化等の合理的配

慮に対する財政支援の更なる充実
　⑷　医療的ケア児の学校での教育活動を保障するため、看護

職員配置及び通学等に関する財政支援の拡充
３ 　いじめ、不登校等の諸課題の解消、予防を図るため、生徒

指導に伴う定数措置の拡充及びスクールカウンセラー、スク
ールソーシャルワーカーに係る財政支援を拡充すること

４ 　多様な子どもの学びの場や居場所となる校内教育支援セン
ターへの財政支援の拡充を図ること

５ 　フリースクール等民間施設の利用家庭の負担軽減、施設の
規模、運営状況及び地方自治体の支援状況を踏まえた財政措
置及び学校や教育委員会とフリースクール等との連携に対す
る支援を充実すること

特別支援教育等と不登校等困難を抱える
子どもたちへの支援の充実について

19
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（文部科学省）

　近年における少子化の影響等により、私立学校をめぐる経営環境
は大変厳しい状況にある。また、生徒や園児の安全確保を図るため
の学校施設の耐震化や、専門学校における職業教育への更なる支援
等が求められているところである。
　ついては、私立学校の教育水準の維持向上と保護者負担の軽減及
び私立学校経営の健全化を促進するため、次の事項について格段の
配慮を願いたい。

１ 　私立学校の体育館等への空調設備整備について、公立小中
学校と同様の国庫補助率へ引き上げるとともに、十分な予算
確保を図ること

２ 　私立学校の耐震補強工事について、公立小中学校と同様の
国庫補助率へ引き上げるとともに、Is 値０．３以上の建物につ
いて、Is 値０．３未満と同様の国庫補助率へ引き上げること。
また、耐震改築補助制度については、時限措置を撤廃し、恒
久的な制度化を図ること

３ 　高校授業料の無償化の拡充にあたっては、多額の財政負担
が見込まれることから、国において恒久的な財源を確保する
こと。また、経済面で困難を抱える家庭のこどもたちが自由
に進学先を選択できるよう、低中所得層に向けた授業料以外
に対する支援について、高等学校等奨学給付金等により拡充
を図ること

４ 　私立高等学校等経常費助成費については、少子化による生
徒数の減を踏まえ、生徒等１人あたり単価の一層の増額を図
ること

５ 　ＩＣＴ教育環境における公私間格差が生じないよう、ＩＣＴ
教育設備整備推進事業を始めとする私立高等学校等のＩＣＴ
環境の整備に対する補助制度の充実を図ること

６ 　地元産業を支える職業教育機関である専門学校が安定的な
教育活動を行えるよう、その運営に必要な経費に対する新た
な補助制度の創設を図ること

私立学校の振興について２０
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（文部科学省、国土交通省）

　特色ある日本文化を世界に発信するには、地方の質の高い芸術文
化の創造と発信が重要であり、また、地域の文化資源等の活用は
「地方創生」につながることから、こうした取組みに対する支援が
必要である。
　富山県利賀芸術公園では、劇団ＳＣＯＴ（主宰：鈴木忠志氏）に
よる「ＳＣＯＴサマー・シーズン」や令和元年に開催した「第 ９回
シアター・オリンピックス」等を通じ、世界の演劇人による創造の
場、次代の芸術家を育成する場として、アジアを代表する舞台芸術
の拠点の形成に取り組んでいる。
　また、本県には、世界遺産の五箇山合掌集落や国宝の瑞龍寺・勝
興寺をはじめとする多彩な有形無形文化財や個性的な美術館・博物
館など、様々な文化資源が県全域にあることから、文化観光の取組
みを通じ、文化資源の更なる磨上げとともに、観光振興・地域活性
化を図っていくこととしている。
　特に、立山エリアにおいては、令和 ５年度に「立山博物館を中核
とした文化観光拠点計画」が文化観光推進法による認定を受け、計
画に掲げた取組みを順次進めている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　これまでの世界各国との交流や人材育成の成果を活用し、
利賀をアジアを代表する舞台芸術拠点として発展させるため
の、世界最高水準の舞台芸術の創造活動や、地域の文化拠点
である劇場・音楽堂等への支援の強化

２ 　県内各地域の様々な文化資源を活かした文化観光の推進へ
の支援

３ 　文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光推進
事業費の充分な確保と拠点計画に掲げた取組みへの支援

地方から世界に発信する芸術文化の振興及び
文化観光の推進について

２１
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（文部科学省）

　本県から世界文化遺産候補として提案した「近世高岡の文化遺産
群」は、平成２０年、「世界遺産暫定一覧表候補の文化資産」と位置
づけられた。この文化遺産群は、江戸時代の都市を形成した資産が
創建当初の姿で残され、さらに城下町から商工業都市へ発展する過
程を示す資産が良好に存在する極めて貴重で魅力的な遺産群である。
　こうした資産は近年、金屋町や吉久地区の国重要伝統的建造物群
保存地区選定、高岡城跡の国史跡指定、高岡の町民文化や北前船寄
港地の日本遺産認定、高岡御車山祭のユネスコ無形文化遺産登録、
菅笠の伝統的工芸品指定と相次いで高い評価をいただき、令和 ４年
１２月には勝興寺が本県及び高岡市 ２件目の国宝に指定された。
　そうした中、金屋町や吉久の町並み整備、高岡城跡の多言語解説
整備、旧高岡共立銀行の保存活用計画の作成、勝興寺の宝物展の開
催など、まさに構成資産のさらなる磨き上げにふさわしい様々な取
組みが進められてきたが、能登半島地震ではこうした貴重な文化遺
産が被災し、国の支援を受けて早期の復旧を進めているところであ
る。さらに、国宝「瑞龍寺」では、大規模災害に備え、仏殿や法堂
などの耐震化を図るなど、防災対策の強化に取り組んでいる。
　こうした貴重な文化遺産群を万全に保護するとともに一層の磨き
をかけ、その魅力を積極的に発信する取組みは、ふるさと富山への
誇りや愛着の醸成及び魅力ある地域づくりの推進に大きく寄与する
ものであり、ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　「近世高岡の文化遺産群」の世界遺産暫定一覧表への記載
２ 　能登半島地震で被災した瑞龍寺や勝興寺、山町筋・金屋

町・吉久などの文化遺産の早期の復旧への支援
３ 　国宝「瑞龍寺」の耐震化及び「勝興寺」の公開活用への支援
４ 　高岡城跡、山町筋の旧高岡共立銀行、金屋町、吉久など国

指定・選定文化財の保護への支援
５ 　日本遺産に認定された高岡への支援
６ 　菅田の重要文化的景観の選定に向けた取組みへの指導・助言

「近世高岡の文化遺産群」の世界文化遺産登録の
推進等について

２２
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○ 勝興寺（国宝）

○ 金屋町（重要伝統的建造物群） ○ 山町筋・旧高岡共立銀行

○ 吉久地区 ○ 瑞龍寺（国宝）
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（文部科学省）

　平成２８年１１月、本県の国指定重要無形民俗文化財「高岡御車山祭」、
「魚津のタテモン行事」、「城端神明宮祭の曳山行事」を含む「山・
鉾・屋台行事」がユネスコ無形文化遺産へ登録され、令和 ８年には
登録１０周年を迎える。さらに令和 ６年 ３月に、我が国からユネスコ
に提案書を提出いただいた国指定重要無形民俗文化財「放

ほう
生
じょう
津
づ
八幡

宮祭の曳山・築山行事」のユネスコ無形文化遺産の「山・鉾・屋台
行事」への追加登録に向けた審査が令和 ７年に予定されており、地
元では登録に期待が高まっている。いずれも本県が世界に誇る曳山
行事であり、これまで国の支援を受けながら、県・市・保存団体等
が協力して保存・継承に努めてきた。
　また、県内各地に国指定の有無を問わず本県の歴史と文化を解明
する上で重要な地域固有の伝統行事が伝承されているが、少子化に
よる担い手不足やコロナ禍による行事の中断、さらには能登半島地
震の影響などにより存続が危ぶまれている。こうした中、国におい
ては、「地域伝統行事・民俗芸能等支援事業」が設けられ、地域固
有の伝統行事の保存・継承に大きく寄与している。
　ついては、令和 ７年の審査における「放生津八幡宮祭の曳山・築
山行事」のユネスコ無形文化遺産の確実な登録、既に登録されてい
る行事をはじめとした本県固有の文化遺産の保存と情報発信等の取
組みへの支援について、格段の配慮を願いたい。

１ 　「放
ほう

生
じょう

津
づ

八幡宮祭の曳山・築山行事」のユネスコ無形文化
遺産への登録推進

２ 　ユネスコ無形文化遺産「高岡御車山祭」、「魚津のタテモン
行事」、「城端神明宮祭の曳山行事」及び「放生津八幡宮祭の
曳山・築山行事」をはじめとした国指定文化財への保存修理
や後継者育成、情報発信への支援継続

３ 　地域固有の伝統行事の伝承基盤整備への支援継続

ユネスコ無形文化遺産等の魅力発信への
支援について

２３
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高岡御車山祭
４００年にわたり受け継がれて
きた絢爛豪華な祭り

放生津八幡宮祭の曳山・築山行事
曳山と築山という形態の異
なる ２つの「山」行事が一
体となって伝承

魚津のタテモン行事
三角形のタテモンを曳き回す
航海安全・大漁祈願の祭り

城端神明宮祭の曳山行事
神輿に鉾・曳山・庵屋台を伴う
地域色豊かな祭り
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（文部科学省、国土交通省、環境省）

　本県から世界文化遺産候補として提案した「立山・黒部」は、平
成２０年、「世界遺産暫定一覧表候補の文化資産」と位置づけられた。
　この審議結果を踏まえて、「立山砂防」を中心とした資産の保護
や価値の向上に取り組み、平成２９年１１月には、泥谷堰堤、白岩堰堤、
本宮堰堤が「常願寺川砂防施設」として国の重要文化財に指定され
た。さらに、同年１２月には、日本イコモス国内委員会の「日本の２０
世紀遺産２０選」にも上位で選定された。
　「立山砂防」は、災害の多いわが国にあって、多雨多雪や脆弱な
地質など土砂が流出しやすい条件が重なる世界に類を見ない過酷な
自然環境の中で人々の暮らしを守り続けてきた災害に対する人間の
独創的な対応力、回復力を示す防災遺産であり、人類全体の貴重な
文化資産としての価値を有している。これまで、国際シンポジウム
の開催や国際学会での発表等を通して、技術的な観点から国際的な
価値の検証、整理を進め、平成３０年１０月の国際防災学会インタープ
リベント２０１８では、立山砂防が人類共通の遺産として共有すべき顕
著な普遍的価値を有しているとする「富山宣言」が採択されるなど、
高い評価をいただいた。今後は、国際的な評価をより確かなものと
するため、顕著な普遍的価値の特定と実証、世界の類似資産との精
緻な比較研究、一層の情報発信に取り組むこととしている。
　立山砂防は、これまでに事例のない防災をコンセプトとした世界
に誇る文化遺産であり、この登録に向けた取組みは、防災意識の高
揚、啓発のみならず、ふるさと富山への誇りや愛着の醸成及び魅力
ある地域づくりの推進に大きく寄与するものである。ついては、次
の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　「立山砂防」の世界遺産暫定一覧表への記載
２ 　「常願寺川砂防施設」の保存・活用の推進
３ 　立山砂防の歴史的・文化的価値の実証と立山カルデラ現地

視察など啓発活動に対する支援
４ 　日本ジオパーク「立山黒部」内の中部山岳国立公園の整備

の推進

「立山砂防」の世界文化遺産登録の推進等について２４
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白岩堰堤 泥谷堰堤

本宮堰堤

○ 常願寺川砂防施設（国指定重要文化財）
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（厚生労働省、法務省）

　地域共生社会を実現するためには、複雑化・複合化する地域住民
の支援ニーズへの対応や、医療・介護双方のニーズを有する高齢者
の増加等を見据えた包括的な支援体制づくりを構築し、維持し続け
ていくことが重要であり、地域包括ケアシステムをさらに深化・推
進させていく必要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　市町村が、属性を問わない相談・支援事業等を一体的に行
う重層的支援体制整備事業等の安定的かつ十分な財源の確保

２ 　退院支援から看取りまで医療ニーズの高い利用者のケアを
実施する訪問看護の重要性に鑑み、安定的・継続的にサービ
スを提供できるよう、訪問看護体制の強化に向けた支援

３ 　介護事業所が、社会環境が大きく変化する中においても安
定的・継続的にサービスを提供できるよう、介護事業所の経
営実態を踏まえた適切な介護報酬の設定

４ 　介護人材の確保・定着
　⑴　全産業平均との給与格差解消に向けた介護事業所で働く

あらゆる従事者の更なる処遇改善
　⑵　介護ロボットやＩＣＴ等のテクノロジー導入など職場環

境の改善や経営の効率化を図る施策の推進
　⑶　若者や親世代の介護への理解促進とイメージアップを図

る施策の推進及び介護福祉士等修学資金の貸付期間（２
年）に応じた安定的かつ十分な財源の確保

５ 　更生保護地域寄り添い支援事業の県内での拠点整備及び地
域再犯防止推進交付金の継続的な予算確保と柔軟な運用

６ 　「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」に定め
る基本的施策をはじめ、地域の実情に応じた認知症施策を総
合的に推進するため、地域支援事業の対象事業の拡大や認知
症施策等総合支援事業等の拡充など安定的かつ十分な財源の
確保

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の
整備の推進について

２５
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（厚生労働省、こども家庭庁）

　障害のある人のニーズに対応した、より適切で安定した福祉サー
ビスを提供するため、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　地域生活支援事業等に係る補助金については、各地方公共
団体が障害のある人のニーズにきめ細かく対応することがで
きるよう、所要総額を十分確保すること

２ 　障害のある人が住み慣れた地域で共に暮らせるよう、
　⑴　地域のニーズに即した施設整備計画を着実に推進してい

けるよう、施設整備補助金の所要総額を確保すること
　⑵　在宅の重度障害者等に対する医療的ケアに係る医療機器

や工賃向上に資する機器など、障害に応じたサービス提供
に必要な備品や設備の購入費用に対する支援をすること

３ 　重度の障害者に対する医療費助成については、地方公共団
体が実施しているが、本来はナショナルミニマムであり、国
において、新たな医療費助成制度の整備と必要な財政措置を
講じること

４ 　一人ひとりの特性に応じたサービス提供を確保するため、
　⑴　サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者及び相談

支援専門員の研修講師などとして運営に職員を参画させる
事業者の負担軽減を図ること

　⑵　生活介護等の生活支援員、共同生活援助の世話人その他
従事者の資質向上を図る研修制度を創設すること

５ 　発達障害児者が身近な地域で適切な支援を受けられるよう、
国において専門医の養成に取り組むとともに、支援者の育成
や関係機関の連携を推進する施策に対して必要な予算を確保、
拡充すること

６ 　障害福祉サービス事業所が安定的・継続的にサービスを提
供できるよう、従事者の更なる処遇改善や対象職種の拡充を
図るほか、事業所の経営実態を踏まえた適切な報酬を設定す
ること

障害のある人のニーズに即した福祉施策の
充実について

２６
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（厚生労働省）

　人口減少が進む中、医療需要の変化に柔軟かつ迅速に対応できる
持続可能な医療提供体制を構築するとともに、救命救急センターや
周産期母子医療センター運営事業など、命を守る質の高い医療を提
供するために、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　地域の実情を踏まえて地域医療構想の取組を進めるため、
地域医療介護総合確保基金については、在宅医療の推進（事
業区分Ⅱ）、医療従事者の確保（事業区分Ⅳ）及び勤務医の
労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業（事業区分
Ⅵ）において、必要額に応じた配分とするとともに、区分間
の流用を可能とすること

２ 　医療提供体制推進事業費補助金については、救命救急セン
ターや小児初期救急センター事業の安定的な実施のため十分
な財源を確保するとともに、周産期母子医療センター運営事
業に対する支援を充実すること

３ 　医療施設等設備整備費補助金については、新興感染症等発
生時における院内リスクの回避、中山間地やへき地での医療
に取り組む医療機関の設備整備に対する支援について、十分
な財源を確保すること

４ 　医師確保が必要な地域等に医師を配置・確保することを目
的として増員された医学部臨時定員枠の見直しにあたっては、
医師の働き方改革の影響など地域の実情を十分に考慮すると
ともに実効性のある偏在対策を実行するほか、医師修学資金
貸与事業に関する地域医療介護総合確保基金の柔軟な運用な
ど都道府県への支援を充実すること

５ 　地域における医療・介護サービスの充実を図るため、看護
職員の量の確保はもとより、専門性の高い看護師の養成・確
保に対する支援を行うこと

６ 　新型コロナについて、ワクチン定期接種の費用負担軽減、
予防接種健康被害救済制度の請求者に対する丁寧な説明、罹
患後症状の調査実施・知見の周知を行うこと

７ 　新たな感染症への備えとして、設備整備、医療従事者等の
研修、医療資材の備蓄に対し継続的な財政支援を行うこと

医療提供体制の改革について２７
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（厚生労働省）

　富山県の医薬品産業は高い製造技術を有し、富山県は国内トップ
クラスの製造拠点となっている。
　度重なる薬価の改定、資材・原料価格の高騰、医薬品の安定供給
の確保、バイオ製品など医薬品のトレンドの変化、連続生産など革
新的な製造技術の導入など、医薬品産業を取り巻く環境が大きく変
化するなか、本県では産学官が連携して取り組む「くすりのシリコ
ンバレーＴＯＹＡＭＡ」創造コンソーシアムによるプロジェクト等
各種施策に取り組んでいる。
　本県の医薬品産業が更に発展し、日本の成長を牽引していくため、
次の事項について各段の配慮をお願いしたい。

１ 　製薬企業が取り組む医薬品の研究開発、革新的製造技術の
導入、国産化・安定供給確保に資する設備投資、バイオ医薬
品等の製造に関する人材育成などへの支援、創薬エコシステ
ムの構築及び発展に向けた支援の継続と、それらを後押しす
る薬事・薬価等の制度改革や産業政策の推進

２ 　富山県と連携協定を締結している各国立研究開発法人等
（成育医療研究センター、医薬基盤・健康・栄養研究所及び
国立医薬品食品衛生研究所）と、富山県薬事総合研究開発セ
ンターが行う各研究開発等への支援

３ 　製薬企業の国際展開を促進するため、アジア諸国等との薬
事規制調和の推進と、医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）
北陸支部を活用した海外の薬事行政官への研修等の実施拡充

４ 　製薬企業の製造管理・品質管理技術の向上や適切な運用を
図るため、製薬企業を対象とした講習会の実施や、都道府県
を対象とした立入検査等に関する研修会の開催

５ 　地域医療だけでなく製薬企業や行政でも必要とされる薬剤
師の確保のため、首都圏等と地方の地域偏在解消に向けた施策
の推進と確保基金の柔軟な運用など都道府県への支援の充実

医薬品産業の振興について２８
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（環境省）

　イタイイタイ病のような悲惨な公害を二度と繰り返さないため、
その歴史と教訓を次世代の子どもたちへと伝え、継承していく必要
がある。これまで県は、国の委託を受け、イタイイタイ病に関する
リスクコミュニケーションを意識した資料継承・情報発信事業とし
て、語り部による伝承会や、多言語対応ガイドブックの作成などに
取り組んできた。
　また、同事業では、バスを借り上げ、小中学校及び高等学校など
の児童生徒が、県立イタイイタイ病資料館を訪問し、貴重な資料を
見学するとともに語り部の講話を聴講する取り組みを行っている。
しかし、燃料費の高騰や借上バス利用料の値上げ等に伴う予算不足
により、学校からの要望に応えられない状況が続いており、子ども
たちがイタイイタイ病の歴史を学ぶ機会が失われかねない状況にな
っている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

　イタイイタイ病に関する次世代へのリスクコミュニケーショ
ン事業の継続に対して、国の責任において予算の確保に取り組
むこと。
　⑴　課外学習サポート事業（無料送迎バス）を、希望するす

べての小中学校、高等学校などが利用するための所要額を
確実に確保するための、実情に応じた国委託料の増額

　⑵　語り部による伝承会やイタイイタイ病資料館の資料継
承・情報発信等の事業継続に要する十分な予算の措置

イタイイタイ病に関する次世代への
リスクコミュニケーションへの支援について

２９
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（農林水産省、文部科学省）

　本県では、生産力向上と持続性の両立を図りつつ、「稼げる」農
業を実現していくため、スマート農業の推進や担い手の経営基盤の
強化、有機農業などの環境負荷低減の推進、合理的な価格形成や学
校給食における県産食材の活用推進などに取り組んでいるところで
あり、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　みどりの食料システム戦略の実現に向けた、イノベーショ
ン等による持続的生産体制の構築と支援の充実・強化を図る
こと

　⑴　スマート農業の普及に向けて、水田に適した園芸作物用
機械の技術開発の促進に加え、機械等導入、人材育成のた
めの予算の確保

　⑵　みどりの食料システム戦略推進交付金の継続的な予算の
確保や「みどり認定者」の取組みを支援する事業の創設に
加え、次世代有機農業に関する技術の早期確立

　⑶　プラスチックフリー肥料の国研究機関及び肥料メーカー
での開発の加速化

２ 　地球温暖化に対応していくため、農作物の安定的な品質・
収量の確保や家畜のストレス低減に向けた高温対策技術の開
発並びに高温耐性品種の育成・普及に対する支援の充実

３ 　肥料などの生産資材や飼料等の価格高騰の状況に応じた農
業経営への影響緩和対策を講じるとともに、価格補てん対策
の運用改善及び合理的な価格形成に向けた国民の理解醸成を
図ること

４ 　学校給食無償化の実施にあたり、国において恒久的な財源
を確保するとともに、地方が独自に行う地場産食材や有機農
産物の活用など地産地消や、食育の取組みも十分考慮すること

食料の安定供給と農業の持続的な発展に向けた
施策の強化について

３０
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（農林水産省）

　本県では、農業従事者の高齢化が全国を上回るペースで進み、経
営体数の大幅な減少が見込まれる中、地域計画の実現による地域農
業の維持・発展を目指すため、意欲ある担い手の確保と経営力強化
等に取り組んでおり、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　地域計画の実現に向けた担い手と新規就農者に対する支援
の充実を図ること

　⑴　担い手の農地引受力の拡大や、集落営農の活性化等に必
要な農業機械・施設導入を支援する、農地利用効率化等支
援交付金等の支援メニューの拡充及び予算の確保と十分な
配分

　⑵　担い手の経営継承や新規就農の相談等を行う、農業経
営・就農サポート推進事業の予算の確保と十分な配分

　⑶　新規就農者を確保するため、新規就農者育成総合対策の
対象年齢の引上げなど支援の拡充及び必要な予算の確保

　⑷　女性の活躍推進に向け、働きやすい環境整備への支援の
充実を図ること

　⑸　農業教育機関での機能拡充と継続的な事業実施のための
予算の確保と十分な配分

　⑹　農地貸借手続きの農地中間管理機構への一元化等に伴う
業務量増に対応するため、農地中間管理機構事業の国の補
助率の維持と十分な予算の確保

２ 　高齢者や外国人などの多様な人材の確保・育成に向けたハ
ード・ソフト両面からの支援

３ 　農福連携を推進するため、専門人材の育成や活動を支援す
るとともに、障害者等が働きやすい環境の整備に向けた十分
な予算を確保すること

地域計画の実現に向けた担い手確保施策の
充実について

３１



―　　―41

（農林水産省）

　水田農業が主体の本県において、需要に応じた米生産と大豆や高
収益作物等を組み合わせた水田のフル活用などによる農業所得の確
保に向け、県独自の施策も併せて行いながら、積極的に取り組んで
いるところであり、意欲ある農業者が、希望を持って安心して農業
に取り組めるよう、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　人口減少が進む中、米・米粉の需要拡大対策を強化すると
ともに、米の需給と価格の安定に向け、収穫量を含めたより
精度の高い需給見通しの提示や流通の円滑化など適切に対応
すること

２ 　麦・大豆や地域振興作物等による水田のフル活用を推進す
るため、水田活用の直接支払交付金などの継続的な予算確保
と配分を行うとともに、農業再生協議会の的確な業務のため
の十分な配分を行うこと

　　また、令和９年度からの水田政策の見直しにあたっては、
地域の実状を踏まえ、水田に対する支援水準を維持し、継続
的な産地づくりのための支援制度とするとともに、十分な周
知期間を確保するなど制度見直しへの円滑な対応に配慮する
こと

３ 　強い農業づくり総合支援交付金や新基本計画実装・農業構
造転換支援事業など、産地基幹施設の再編集約や園芸産地等
の育成・広域化に向けた機械・施設整備のための予算の確保
と充実を図るとともに、資材価格高騰等に伴い補助上限額を
引き上げること

４ 　畜産の経営基盤強化に向けた支援の充実を図ること
　⑴　畜産クラスター事業の十分な予算の確保
　⑵　家畜伝染病による被害防止対策の一層の強化及び消費・

安全対策交付金等の十分な予算の確保　
　⑶　食肉センターの施設整備等に対する財政支援の拡充
　⑷　産業動物臨床獣医師の遠隔診療体制を確保する環境整備

に対する財政支援
５ 　民間育成品種も含め、原種の供給や生産物審査などの優良

な種子生産に果たす都道府県の役割を担保するため、地方交
付税の増額など財源措置の拡充を図ること

地方の実情に即した水田農業政策等の充実に
ついて

３２
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（農林水産省）

　国では、令和１２年までに農林水産物・食品の輸出額を ５兆円とす
る目標を掲げ、食料・農業・農村基本計画で需要拡大と供給力向上
を車の両輪として輸出拡大を加速化することとされている。
　本県としても、令和 ４年 ３月に策定した「とやま輸出ジャンプア
ップ計画」を本年 １月に改定し、意欲のある生産者・事業者の販路
拡大を支援するとともに、他県と連携して輸出拡大に取り組むこと
としている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　農林水産物の輸出産地づくりへの支援に係る予算の確保

２ 　地域輸出商社を中心とした地域の実情に応じた多品目・小
ロットの農林水産物・食品をまとめて輸出する取組みへの支援

３ 　国が今後設立を予定するコメの輸出拡大プロジェクトの目
標達成に向けての道筋の早期提示と施策の推進

４ 　中国向けコメ輸出の条件となる施設指定に係る調査への切
れ目ない支援と指定施設等（精米工場・くん蒸倉庫）の拡大

５ 　国際競争力の強化や、ＳＤＧｓに貢献する国際水準ＧＡＰ
の認証取得及び更新に対する支援の充実強化

６ 　他県と連携した輸出拡大の取組みへの支援や、インバウン
ドによる食関連消費の拡大に向けた施策の推進

農林水産物等の輸出促進について３３
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（農林水産省）

　国土や自然環境の保全等の多面的な役割を担う農山村地域におい
て、高齢化・人口減少による集落機能の低下やイノシシ、ニホンザ
ル等鳥獣被害の増加など、様々な課題が顕在化していることから、
本県では、日本型直接支払制度などを活用し、農業生産活動をはじ
め、農業用水路等の維持・保全、鳥獣被害対策の強化のほか、関係
人口の拡大・深化に向けて、田舎暮らし体験や農泊などの都市農村
交流、人手不足解消に向けた人材マッチングやボランティア活動へ
の支援等に積極的に取り組んでいるところである。
　ついては、農山村地域等の振興に向け、次の事項について格段の
配慮を願いたい。

１ 　日本型直接支払制度の充実
　⑴　中山間地域等直接支払における条件不利の実態に配慮し

た支援の拡大と第６期対策の継続に向けた予算の確保と十
分な配分

　⑵　長寿命化対策や、水路の江ざらいや草刈りなどの農地維
持活動等が将来的に継続できるよう、組織と企業・団体等
が連携する活動への支援を含む多面的機能支払交付金の予
算の確保と十分な配分

　⑶　事務作業のＤＸ化等に係る推進交付金の予算の確保と十
分な配分

２ 　農山漁村振興交付金の予算の確保と十分な配分等
　⑴　集落機能の強化を図る農村ＲＭＯの形成に向けた支援及

び、地域に寄り添った伴走支援に係る予算の確保と十分な
配分

　⑵　地域資源活用価値創出整備事業の施設整備に係る補助上
限の引き上げ及び農泊を推進するための予算の確保と制度
融資の構築

　⑶　中山間地域での企業との連携など地域と企業・団体をマ
ッチングする支援体制の構築

３ 　鳥獣被害防止総合対策交付金予算の効果的な活用に向け、
引き続きの確保と十分な配分及び高騰する資材価格を踏まえ
た鳥獣侵入防止柵等の補助上限の引き上げ

農山村地域等の振興対策、鳥獣被害防止対策等の
推進について

３４
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（農林水産省）

　農業農村整備事業は、食料安全保障の確保、農業・農村の多面的
機能の発揮や農村の振興など国民のいのちや暮らしを支える公共
性・公益性の高い事業であり、農業の成長産業化及び国土強靱化を
実現するうえで重要な役割を担っており、土地改良区の女性理事登
用など運営基盤の強化を図りつつ、その推進が求められている。
　ついては、国において策定された食料・農業・農村基本計画や土
地改良長期計画に基づいた次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　農業農村整備事業の推進と予算の確保
　⑴　地方の実情に十分配慮した農業農村整備事業の予算の確

保、「国土強靱化実施中期計画」の推進に必要な予算・財
源の別枠での安定的な確保

　⑵　国営土地改良事業の市町村負担における直入方式の適用
２ 　農業の成長産業化に向けた農地整備の推進
　⑴　国営農地再編整備事業「水橋地区」の推進
　⑵　県営農地整備事業の推進への支援
　⑶　物価高騰を踏まえたコスト縮減の適正な目標設定
　⑷　地域実態に応じた農地耕作条件改善事業の助成期間の延長
　⑸　畑地化・汎用化におけるガイドラインを超える負担額や、

暗渠排水等も対象工種とする地方財政措置の拡充
　⑹　農地整備の推進に資する農業土木系技術者の人材確保に

向けた取組みへの支援
３ 　国土強靱化に向けた防災・減災対策、農業水利施設等の保

全管理の推進
　⑴　十二町潟排水機場の整備に向けた全体実施設計の着手と

地方財政措置の拡充
　⑵　県営事業による農業水利施設等の整備・保全、強靱化に

向けた防災減災対策の推進への支援
　⑶　ダム等国有財産の老朽化対策等を実施する県営事業への

地方財政措置の拡充
　⑷　山腹水路を多く抱える中山間地域等における水利整備事

業の国費の嵩上げ
４ 　農業水利施設の安定的な維持管理に向けた予算の確保と水

利施設管理強化事業等への地方財政措置の拡充

農業農村整備事業の推進について３５
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（農林水産省、総務省）

　本県では、災害に強い山づくりを進めるとともに、主伐を中心と
した森林資源の循環利用を加速化することにより、林業・木材産業
の成長産業化を一層推進し、カーボンニュートラルや花粉症対策へ
の貢献と豊かな森に育まれる県民のウェルビーイング向上について
積極的に取り組むことにしている。
　ついては、本県の森林・林業・木材産業の更なる振興を図るため、
次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　森林吸収源対策、健全な森林の育成・保全を確実に実施す
るために必要な予算・財源の安定的な措置と、「国土強靱化
実施中期計画」の推進に必要な予算・財源を別枠で確保する
こと

　⑴　森林環境保全直接支援事業の予算の確保
　⑵　林道整備事業や農山漁村地域整備交付金等の林道関係予

算の確保
　⑶　復旧治山事業や地すべり防止事業等の治山関係予算の確保
２ 　主伐による森林循環の加速化と持続可能な森づくり
　⑴　県産材生産や路網整備、高性能林業機械の導入、木材加

工流通施設整備など、総合的な取組みに必要な予算の確保
　⑵　多様な担い手の確保・育成のため、新規就業者等への研

修や外国人材の受入れ、労働安全対策、スマート林業の推
進などへの支援の充実

　⑶　建築物におけるウッド・チェンジ促進のため、木造の割
合が低い民間建築物等において木材が使いやすくなる支援
制度の拡充

　⑷　森林の循環利用を進めるため、木質バイオマス発電施設
が森林内に放置されている未利用材を安定的に調達できる
支援制度の創設

　⑸　県の森林整備法人支援に対する地方財政措置の拡充及び
更新伐に伴う土地所有者の確認等、分収林の適切な管理に
対する支援の継続

森林・林業・木材産業の振興について３６
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（農林水産省）

　本県における水産業の振興、発展のため、持続可能な漁業の一層
の推進、漁業生産基盤の整備と良好な漁場の維持、漁業経営基盤の
強化等を図る必要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　ＴＡＣ（漁獲可能量）管理による資源管理の実施にあたり、
定置漁業をはじめとする沿岸漁業の実態を踏まえた運用を図
ること

　⑴　沿岸漁業関係者の意見を十分踏まえた検討を行うととも
に、資源管理に取り組む漁業者が利用する漁業共済制度の
継続

　⑵　中西部太平洋まぐろ類委員会（ＷＣＰＦＣ）における太
平洋クロマグロ（小型魚）の日本の漁獲枠の更なる増枠に
向けた交渉の継続

　⑶　クロマグロ遊漁における取締まり体制の強化
　⑷　スルメイカＴＡＣ管理における定置網漁業の実態を踏ま

えた運用
２ 　水産業の生産性向上のため、ＩＣＴ等を活用した「スマー

ト水産業」の取組みへの支援の継続
３ 　水産資源の持続的利用のための対策の推進
　⑴　定置漁業者とまき網漁業者とのブリ資源の利用に関する

調整を図るための協議組織の国主導による運営と指導
　⑵　ブリやスルメイカなどの広域回遊魚について漁獲変動に

対応した総合的な水産資源調査研究の推進
　⑶　栽培漁業の推進及び養殖業の振興を図るため、増養殖施

設の整備や種苗生産研究に対する支援
　⑷　水産資源の増殖をはじめ、県民の交流や教育の場等にも

資する魚介類の放流への支援の継続
４ 　新規就業者等への体系的な研修実施体制の整備等、多様な

担い手の確保・育成に対する支援の継続
５ 　水産基盤の整備や漁港海岸施設の整備を確実に実施するた

め、「国土強靱化実施中期計画」の推進に必要な予算・財源
を別枠で確保すること

６ 　漁業経営セーフティーネット構築事業における予算の確保
及び沖合漁業等の操業実態や漁獲状況に応じた支援の拡充

７ 　（国研）水産研究・教育機構の水産資源研究所等の移転に
向けた検討への協力

水産業振興対策の推進について３７
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（経済産業省、環境省、農林水産省、消費者庁）

　資源調達リスクや環境制約の高まりなど、本県産業を取り巻く環
境は大きく変化している。
　本県では、レジ袋など使い捨てプラスチックや食品ロスの削減を
はじめ、Ｇ ７富山環境大臣会合で採択された「富山物質循環フレー
ムワーク」など循環型社会形成に向けた施策を推進してきた。
　今後は、産業競争力強化並びに経済安全保障確保から、サーキュ
ラーエコノミー（循環経済）への移行により、本県経済の持続的成
長を推進していく必要がある。
　ついては、地域における再生可能資源の徹底活用に向けての課題
解決をはじめ、県民・企業等の行動・ライフスタイルの転換により、
サーキュラーエコノミーへの移行を加速化するため、以下について
格段の配慮を願いたい。

１ 　本県の基幹産業であるアルミ産業などにおける、生産から
回収、再生までの動静脈産業連携や異業種連携での技術開発
など、環境・社会課題解決を通じた地域産業の振興と経済成
長を両立する地方独自の取組みに対する支援

２ 　プラスチック資源循環法の施行に伴う市町村等の事務負担
の軽減や、３Ｒを推進するための廃棄物処理施設の整備に対
する財政支援

３ 　環境に配慮した製品やサービス等の積極的な選択及び食品
ロスの削減など、消費者の行動変容を促す国民運動の展開や、
全国規模での普及啓発の推進

４ 　再生資源の活用及び環境配慮型製品の低コスト化の促進、
全国的な資源循環ネットワークの構築、食品ロス削減に向け
た商慣習の見直しのため、企業等に対する設備導入や実証試
験への財政的支援や業界団体との連携強化と制度整備

サーキュラーエコノミー（循環経済）への移行に
向けた支援について

３８



―　　―48

（経済産業省、文部科学省）

　少子高齢化・人口減少や円安基調などで厳しい経済情勢にある今
こそ、次の時代の成長の種をまき、新しく力強くワクワクする稼げ
る産業や雇用が生まれるよう取組みを進めることが重要である。
　本県では、県内のスタートアップエコシステムの構築に向けて、ま
ずはロールモデルとなる成功事例の創出に取り組むこととしている。
　ついては、次の事項について、引き続き格段のご配慮を願いたい。

１ 　スタートアップの東京一極集中を是正するため、地方発ス
タートアップに対して、地方でチャレンジする魅力を高め、
成長を強力に後押しする税制優遇措置の拡充

２ 　本県が強みを持つ医薬品や健康、美食などのヘルスケア分
野におけるヘルスケアベンチャーの発掘・誘致等を促進する
ため、県内事業者とのマッチングや専門人材とのネットワー
クづくりなど地方の取組みに対する支援の強化

３ 　全国や世界に遍在しているロールモデルとメンターを全国
規模でプール化し、そうした人材と地方公共団体とをつなぐ
仕組みの構築

４ 　若者への起業家教育や国を挙げての起業の推進により、起
業を身近なものと捉え、失敗を受け入れる風土の醸成

スタートアップの支援について３９
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（内閣官房、文部科学省、経済産業省、総務省）

　日本海側屈指の工業集積を誇る本県では、国内での需要減少や国
際競争の激化による産業構造の変化の中で、県内産業が対応・成長
していくため、ＩｏＴやＡＩの活用や、今後大きな成長が見込まれ
るヘルスケア分野等における新製品・新技術の開発支援、デジタ
ル・トランスフォーメーション（ＤＸ）による生産性向上の促進、
公設試験研究機関における先端設備の整備など、産業の高度化に取
り組んでいる。
　今後、カーボンニュートラル等の社会的課題を克服しつつ、我が
国の将来と地域の発展に欠かせない地方発イノベーションを加速す
るためには、多様な産業の集積やものづくり技術など地域が有する
強みや特色を活かした、グリーン成長戦略分野等における産学官連
携による革新的な研究開発の推進や、地域産業におけるデジタル技
術の着実な普及が重要である。さらに、このような先端技術を活用
できる高度技術人材等の育成・確保、活躍の促進などに取り組む必
要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　研究段階から製品化・事業化の取組みへの支援制度の拡充
　⑴　「とやまアルミコンソーシアム」や「とやまヘルスケア

コンソーシアム」における研究開発や事業化、人材育成に
係る研究員やコーディネータ等の人件費、活動費、設備投
資等への支援

　⑵　成長型中小企業等研究開発支援事業など研究開発・事業
化にかかる支援の充実や安定的かつ継続的な実施、自己負
担の軽減及び手続きの簡素化などの支援内容の充実

２ 　グリーンやモビリティ、デジタル技術基盤、医薬・バイ
オ・ヘルスケア等の成長産業分野への参入や事業転換の促進、
オープンイノベーションなどによる研究開発・事業化に対す
る支援の充実

３ 　ＩｏＴ・ＡＩ・５Ｇをはじめとするデジタル技術の有効活
用による県内産業のＤＸに向け、産学官連携による人材育成
や普及啓発、情報セキュリティ対策や資金面など、地域の実
情を踏まえた取組みに対する支援の継続及び充実

４ 　産学官連携を推進する公設試験研究機関等における、県内
産業の高度化に貢献する先端設備の導入・更新への支援

イノベーションの創出とデジタル・トランスフォーメーション
による産業の高度化について

４０
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（経済産業省、環境省、国土交通省）

　感染症の流行や自然災害の発生、国際情勢の変化により、サプラ
イチェーンの脆弱性や供給途絶リスクが顕在化するとともに、ＤＸ
やＧＸの進展に伴う電力需要増加や、２０４０年を見据えた火力発電に
よる発電比率の引下げに伴う猛暑期や厳寒期の電力需要のひっ迫に
加え、エネルギー価格高騰の長期化等、国民生活や産業への影響が
懸念されている。
　今後、我が国が更なる経済成長を実現するとともに、国民生活の
安定を図るうえで、原材料や製品・部素材の円滑な供給の確保、必
要な電力量の確保、電気・ガス、燃料油などのエネルギー価格の安
定が必要である。
　また、安全の確保を最優先に、成長戦略や地球温暖化防止対策、
国民負担等を勘案し、バランスのとれた総合的なエネルギー政策の
推進が不可欠となっている。
　本県では、包蔵水力が全国 ２位と高いポテンシャルを活かした小
水力発電の導入支援など、地域資源の活用による再生可能エネルギ
ーの導入促進を図っており、こうした取組みを今後さらに加速化、
強化していく必要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　重要物資やエネルギーの安定的な確保・供給に万全を期す
とともに、地域内調達の促進など、サプライチェーンの強靱
化への支援の充実

２ 　我が国における企業活動や国民生活に支障が生じないよう
必要な電力の安定供給とエネルギー価格高騰対策の推進

３ 　安全の確保を最優先に、成長戦略や地球温暖化防止対策、
国民負担等を勘案したバランスのとれた総合的なエネルギー
政策の推進

４ 　地域課題の解決やエネルギーの地産地消にも資する分散型
エネルギーシステム構築への支援

原材料及びエネルギーの安定的な供給確保と
総合的なエネルギー政策の推進について

４１
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（経済産業省、厚生労働省、中小企業基盤整備機構）

　深刻な人手不足に対応するため、構造的な賃上げが求められてい
る。さらに、令和 ６年能登半島地震からの復旧復興を進めながら、
世界的な経済・金融環境の変化に適応するため競争力や供給体制の
強化が急務となっており、経営は依然として厳しい状況が続いてい
る。このような中、本県経済を成長発展させるには、適切な価格転
嫁の実現によるサプライチェーン全体での付加価値の分配のほか、
ＤＸやＧＸ等への積極的な投資や、生産性向上、省力化等の取組み
を強力に進める必要がある。
　また、経営者の高齢化に伴う円滑な世代交代・事業承継に向けた
積極的な支援や、円滑な資金供給の推進、企業間の不公正な取引の
是正等取引の適正化などに取り組む必要がある。
　さらに、「中堅企業成長ビジョン」に基づき、成長を目指す中堅
企業に対する支援の一層強化が求められている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　中小・小規模企業の経営改善・事業再生支援、事業承継支
援の強化、無利子・無担保融資の返済支援を含む資金繰り支
援の継続・強化、労務費を含めた適切な価格転嫁の監視等の
取引適正化の推進

２ 　ＩｏＴ、ＡＩ等を活用したＤＸ、省人化・省力化投資の推
進、労働者のリスキリング等による生産性の向上や人手不足
対応への支援の強化、カーボンニュートラルの実現に向けた
エネルギーの転換等の普及のための施策の充実と予算の確保

３ 　中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業、事業
環境変化対応型支援事業、小規模事業対策推進等事業、小規
模事業者持続的発展支援事業及び地方公共団体による小規模
事業者支援推進事業等の充実と継続

４ 　中堅企業支援策の充実や成長を後押しする支援体制の構築
５ 　インボイス制度の円滑な実施に向けての必要な支援の継続
６ 　農商工連携の推進や地域資源活用における支援の充実と継続
７ 　伝統的工芸品に関わる人材育成や技術の継承、海外展開に

至る一気通貫型の支援措置の充実
８ 　ＢＣＰ・事業継続力強化計画や経営革新計画の導入及び策

定企業に対する支援措置の継続
９ 　高度化資金における償還猶予の弾力化
１０　中小企業大学校北陸ブロック校の開設中止に伴う県内中小

企業等への研修受講機会の充実及び旧建設候補地の有効活用
に関する支援

中堅・中小・小規模企業の活性化の推進について４２
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（経済産業省、国土交通省、総務省）

　富山市及び高岡市では、国の認定を受けた第 ４期中心市街地活性
化基本計画に基づき、中心市街地の魅力創出に取り組んでおり、そ
の他の県内各地域においても、個性的で賑わいのあるまちづくりへ
の取組みが進められている。
　加えて、「富山県成長戦略」において、市街地のまちづくりでは、
住民が自由で自主的な事業活動を営める余地を残すとともに、「ハ
ッカブル」な市街地空間を維持することを目指している。
　また、県内では、少子高齢化・人口減少社会の到来や景気の低迷
等により空き家・空き建築物が増加してきており、景観・環境・防
犯上の問題が懸念されている。これらの課題を解決するために、県
では市町村及び民間関係団体と連携して、空き家や跡地の利活用、
老朽危険空き家等に対する是正措置等の対策に取り組んでいる。
　国においては、中心市街地や商店街の活性化、地域の実状に応じ
た空き家の活用拡大や除却促進に取り組まれているところであるが、
まちづくりの取組みの更なる推進のため、次の事項について格段の
配慮を願いたい。

１ 　富山市及び高岡市の第４期基本計画に掲げる市街地再開発
事業等による市街地の整備改善、まちなかの交流人口の拡大
や商業活性化のための事業等への支援策の充実

２ 　中心市街地や商店街の機能活性化や賑わい創出を図るため
の事業に必要な予算の確保・拡充及び早期の情報提供

３ 　空き家の利活用による移住など地域活性化、空き家の適正
管理や除却を推進するための市町村の取組みに必要な予算の
確保

中心市街地・商店街の活性化や空き家対策による
まちづくりの支援について

４３
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（経済産業省、国土交通省、農林水産省、日本貿易振興機構）

　グローバル化が進展する中、県内企業が今後も活力を維持してい
くためには、環日本海諸国だけでなく、成長が著しいインドなどア
ジア地域や米国などとの経済交流を拡大させていくことが重要である。
　また、物流については、国際拠点港湾伏木富山港の利用を促進す
るとともに、県内トラック運送では、適正化・生産性向上をさらに
進めることで、本県の物流の更なる活性化につなげていく必要がある。
　ついては、環日本海・アジア地域、米国等との経済交流、物流の
活性化が一層図られるよう、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　高品質な製品や先端技術を有する中小企業の海外進出や輸
出促進、海外企業等とのマッチングに対する支援の充実

　⑴　海外ミッション派遣事業の充実
　⑵　バイヤー招へい事業の拡充
　⑶　国内での国際見本市開催への支援
　⑷　オンライン商談の開催など非対面・遠隔での海外展開へ

の支援の充実
２ 　物流の活性化に向けた支援の充実
　⑴　国際フィーダー航路を活用した国際コンテナ戦略港湾へ

の集貨の取組みの推進
　⑵　伏木富山港の利用促進に係る取組みへの支援
　⑶　物流の革新や持続的成長に向けた取組みの着実な推進と、

それを促進する地方自治体の取組みへの支援

環日本海・アジア地域・米国等との経済交流及び
物流の活性化について

４４
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（内閣官房、経済産業省、文部科学省）

　本県では、ものづくりにおけるデザインの重要性に早くから着目
し、１９９９年に県総合デザインセンターを設置して県内産業の商品開
発等をデザイン面から支援するとともに、デザイン人材の育成、確
保に取り組んでいる。
　これまでに多様な業種の人材が連携交流して新事業を創出する拠
点「クリエイティブ・デザイン・ハブ」やＶＲ技術の活用により効
率的なデザイン検証を可能とする施設「バーチャルスタジオ」を県
総合デザインセンター内に整備してきた。
　また、ものづくり産業のＤＸ化に対応した支援機能を拡充するた
め、高性能デジタル工作機器やオンライン配信機材、オンライン相
談システムの整備など、県内産業が時代の変化をチャンスと捉え積
極的に挑戦出来る体制を強化してきたところである。
　近年は、成長が期待されるサーキュラーエコノミー（循環経済）
構築について、デザインに精通したクリエイティブ人材を活用し、
異業種連携による新たな価値創出を目指している。
　ついては、次の事項に各段の配慮を願いたい。

１ 　先端技術とデザインの融合による新商品開発・新事業創出
に向けたスタートアップの調査研究や試作品製作などへの支援

２ 　産業振興を支えるデザイン人材の育成・確保に関する取組
みへの支援

３ 　クリエイティブ人材を活用した県内ものづくり産業の新た
な価値創出に関する取組みへの支援

デザインの振興について４５





―　　―56

（国土交通省、財務省、総務省、鉄道建設・運輸施設整備支援機構）

　北陸新幹線は、高速交通体系の中軸として国土の均衡ある発展に
不可欠なものであり、沿線地域の飛躍的な発展を図るうえで極めて
大きな効果をもたらすものである。
　また、大規模災害時等においては東海道新幹線の代替補完機能を
有するとともに、豪雪などの災害に強く信頼度の高い社会インフラ
でもあることから、日本海国土軸の形成に必要不可欠な国家プロジ
ェクトとして、大阪までの全線整備を早期に実現する必要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　敦賀・新大阪間について、東海道新幹線の代替補完機能の
確立による災害に強い国土づくり、広域観光や地方創生に資
することから、環境アセスメントを丁寧かつ速やかに進める
こと

　　また、「北陸新幹線事業推進調査」の活用により、施工上
の課題を早期に解決し、大阪までの早期全線整備を図ること

２ 　敦賀・新大阪間の着工のため、新幹線への公共事業費の大
幅な拡充・重点配分、貸付料財源の最大限の確保（前倒し活
用や算定期間の延長等）、既設新幹線譲渡収入や鉄道・運輸
機構の特例業務勘定の利益剰余金の活用、必要に応じ財政投
融資の活用等により必要な財源を確保され、整備スキームを
見直すこと

３ 　地方負担については、沿線の地方自治体に過度の負担が生
じないよう、コスト縮減や国家プロジェクトにふさわしい十
分な財政措置を講じること

４ 　全線開業までの間、敦賀駅において新幹線と在来線特急と
の乗換が生じることから、北陸と関西・中京間の円滑な流動
を確保するため、利用者の利便性確保と負担軽減を図ること

５ 　「かがやき」については、定期列車が全列車停車とされた
富山駅以外の新高岡駅等県内駅についても、流動頻度の高い
時間帯等について、定期列車の停車や臨時列車の増便・停車
となるよう、また、「はくたか」については、定期列車の増
便、臨時列車の黒部宇奈月温泉駅への停車について、配慮い
ただきたいこと

北陸新幹線の整備促進について４６
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「北陸新幹線」駅・ルート図

※令和元年１１月２６日に鉄道・運輸機構が公表した環境影響評価方法書に示された概略の路線図を修正したもの。

芦原温泉
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上越妙高

長野・金沢間
平成27年3月14日開業

金沢・敦賀間

営業区間

越前たけふ

敦賀

京都

小浜市附近
（東小浜）

京田辺市附近
（松井山手）

新大阪

金沢
（白山総合車両所）

高崎

東京

新高岡

福井
未着工区間
（対象事業実施区域※）

敦賀・新大阪間

令和 6年3月16日開業

福井駅部
（平成21年2月完成済）
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（国土交通省）

　富山きときと空港は、北陸・飛騨・信越地域の空の玄関口として、
２つの国内定期路線（羽田・札幌）と ４つの国際定期路線（ソウ
ル・大連・上海・台北）によって各都市と結ばれ、環日本海・アジ
ア交流の拠点空港としての機能充実と就航率の向上が期待されてお
り、混合型コンセッション導入に向けた事業者選定手続きを進めて
いる。
　こうしたなか、本空港の基幹路線である富山―羽田便については、
北陸新幹線開業後、大変厳しい状況が続いており、官民挙げた利用
促進に取り組んでいるところである。また、定期路線はコロナ禍前
の就航状況まで戻っていないことから、空港業務の安定的な人材の
確保にも苦慮している。
　これらの路線は、本県と全国、世界との交流、本県の未来創生を
支える極めて重要な役割を担っており、北陸・富山への新たな旅客
需要や羽田経由の国内外乗継需要を取り込みながら、便数維持や飛
行時間短縮のための飛行経路の効率化を図ることが重要である。ま
た、混雑空港等における地方空港の発着枠の確保等により地方都市
間の路線新設に取り組む必要がある。
　さらに、国際路線についても、新規路線開拓やチャーター便の誘
致を図ることにより、航空ネットワークの充実に取り組むことが本
空港にとって極めて重要である。
　加えて、本空港では、冬季において雪による視界不良等により欠
航便が多数発生しており、更なる就航率向上への取組みが不可欠で
ある。
　ついては、次の事項について格段のご配慮を願いたい。

１ 　国内外の航空ネットワークの充実
　⑴　富山－羽田便、富山－札幌便の便数維持及び利便性向上、

関西・九州などへの新規路線開設、国際路線の開設及び利
用促進並びに格安航空会社（ＬＣＣ）・リージョナルジェ
ットの活用による航空ネットワーク充実に向けた取組みへ
の支援

　⑵　飛行時間短縮のための飛行経路の効率化等による富山－
羽田便の利便性向上に向けた取組みへの支援

　⑶　空港業務における人材確保等への財政的支援の継続及び
拡充

２ 　冬季就航率の向上
　　現在、鋭意開発が進められているＧＰＳを活用した新たな

着陸誘導システム（可搬型ＧＢＡＳ）の開発促進と富山空港
への早期導入

富山きときと空港における航空ネットワークの
充実と冬季就航率の向上について

４７
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（国土交通省）

　県民や県外からの来訪者にとって重要な移動手段である地域公共
交通は、燃油価格の高騰等の影響や長期に及んだ新型コロナウイル
ス感染症の影響、深刻な人手不足により、厳しい経営状況に置かれ
ている。本県では、持続可能な地域公共交通を確保するため、地域
公共交通計画を策定した。計画では、地域交通サービスを「公共サ
ービス」と位置付け、自治体・県民の役割を、事業者への側面支援
から、自らの地域に対する「投資」「参画」へと舵を切り、積極的
に取組みを進めることとしている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　自治体や県民、交通事業者など地域の関係者の連携の下、
利便性の高い持続可能な地域公共交通を実現するため、

　⑴　運行頻度の維持改善、ＭａａＳの推進等の新たなサービ
スの創出など、サービスレベルの確保・向上のための取組
みに対して支援を行うこと

　⑵　バリアフリー化、ＩＣＴを活用した情報提供等のＤＸ化
やデジタルデバイド対策、電動車の導入等のＧＸ化など、
まちづくりと連携した取組みに対する支援の充実を図ること

　⑶　交通空白地等において地域の関係者の共創により取り組
む移動サービスに対して、助言や財政支援を行うこと

　⑷　地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を
改正する法律案に対する附帯決議で求められた、通学定期
等の社会政策に係る費用を交通事業者が負担していること
を踏まえた文教や福祉分野における交通事業者支援のため
の仕組みを検討すること

２ 　厳しい経営状況にある地域公共交通のサービスの継続を支
えるため、

　⑴　燃油価格の高騰等の影響やコロナ禍収束後の経営改善に
向けた取組みに対する補助制度の継続・拡充、既存補助事
業の補助要件の拡充・緩和など、交通事業者に対し十分な
財政支援を行うこと

　⑵　バス路線やデマンド交通等の生活交通を地域の実情に応
じて支援できるよう、地域間幹線系統や地域内フィーダー
系統に対する補助金等について、制度の充実と十分な予算
確保を図ること

　　　また、制度の見直しにあたっては、地方の意見や実情を
十分に踏まえた上で、見直しを行うこと

　⑶　バス運転手等地域公共交通の担い手不足の解消に対する
支援制度の充実と十分な予算確保を図ること

３ 　自動運転など、地域公共交通の確保・維持に資する新技術
について、開発や導入・普及を推進するとともに、補助制度
の充実を図ること

地域公共交通の維持・活性化について４８
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（国土交通省、総務省、財務省）

　ＪＲ城端線・氷見線については、県、高岡市、氷見市、砺波市、
南砺市、ＪＲ西日本、あいの風とやま鉄道が申請した鉄道事業再構
築実施計画が、令和 ６年 ２月に改正地域公共交通活性化再生法施行
後第 １号の計画として国土交通大臣の認定を受けたところである。
　計画では、利便性・快適性の向上に向け、新型鉄道車両の導入、
交通系ＩＣカードへの対応、運行本数の増、高岡駅での両線の直通
化に取り組むほか、まちづくり、観光施策との連携などにも取り組
み、事業主体をあいの風とやま鉄道に変更することとしている。
　ついては、計画の実現に向けて次の事項について、格別の配慮を
願いたい。

１ 　再構築事業の計画的な実施及び地方の財政負担の軽減を図
るための十分な予算の確保

２ 　再構築事業に対する税財政措置の安定的な確保及び充実

ＪＲ城端線・氷見線の再構築の推進について４９
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（国土交通省、総務省、財務省）

　本県の並行在来線は、日常生活を支える重要な路線であるととも
に、広域・幹線物流ネットワークを支える重要な役割を担っており、
国の責任において運営会社を支援し、経営安定を図る必要がある。
　また、その他の地域鉄道等についても、日常生活を支えるため安
全性の確保や利便性・快適性の向上を図りながら、維持活性化して
いくことが重要である。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　並行在来線を将来にわたって持続可能なものとするため、
　⑴　並行在来線の設備投資等について、並行在来線の支援の

ために設置する基金への地方公共団体の拠出についても、
地方財政措置の対象とするとともに税制上の優遇措置の拡
充などの仕組みを確立すること

　⑵　ＪＲが鉄道・運輸機構に支払う貸付料には、ＪＲが並行
在来線を経営しないことによる赤字解消相当分も含まれて
いることなどから、並行在来線の維持・活性化の財源とし
て活用すること。また、貨物調整金制度については、旅客
列車の増便が貨物線路使用料の減少に繋がらない仕組みと
することや令和１３年度以降の制度の見直しに適切に対応す
ること

２ 　県内の交通ネットワークの充実と利用促進を図るため、
　⑴　並行在来線とＪＲとの乗継割引をはじめとする他の交通

機関等との連携など利用促進策に対して支援すること
　⑵　特急ひだ（富山～高山間）の増便など広域交通の利便性

向上及び利用実態等のデータの提供・取得に係るＪＲとの
協議に対する支援を行うこと

　⑶　ＭａａＳアプリ等による決済や全国相互利用可能な交通
系ＩＣカードの導入、バリアフリー化（補助要件のさらな
る緩和）や車両導入（既存車両の廃車要件の見直し）、列
車の増便など、利便性・快適性向上に資する取組みに対し
て支援すること

　⑷　地域公共交通計画に基づく鉄軌道利用者の利便性向上を
図るために行う施設整備に対する支援制度を創設すること

３ 　安全輸送施設等の修繕・改良、車両の検査・更新など鉄軌
道の安全性・快適性向上に係る予算の確保及び支援の充実、
災害復旧に係る支援制度の拡充を図ること

並行在来線を含む地域鉄道等への支援の充実に
ついて

５０
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（国土交通省）

　人口減少・少子高齢化の進行を見据え、快適で活力あるコンパク
トな都市づくりを推進する必要がある。
　ついては、資材価格の高騰や賃金水準が上昇するなか、駅南北の
分断を解消し、防災・減災機能の向上にも寄与する富山駅付近連続
立体交差事業の進捗を強力に図るなど、次の都市基盤の整備につい
て格段の配慮を願いたい。

１ 　富山駅周辺の整備
　⑴　富山駅付近連続立体交差事業の促進
　　　　富山地方鉄道本線、あいの風とやま鉄道線
　⑵　駅周辺のアクセス道路等
　　　　（都）富山駅横断東線、（都）堀川線
２ 　街路の整備
　⑴　公共交通を支援する道路の整備
　　　　（都）東岩瀬線　ほか
　⑵　中心市街地の活性化を支援する道路の整備
　　　　（都）高岡駅波岡線　ほか
３ 　良好な住環境やまちの中心拠点の整備
　⑴　土地区画整理事業
　　　　黒部市三日市保育所周辺地区　ほか
　⑵　都市構造再編集中支援事業
　　　　朝日町中心市街地地区　ほか
４ 　都市公園の整備
　　都市にうるおいとやすらぎを与え、災害時には避難地や防

災拠点ともなる都市公園の整備
　　富山県総合運動公園、砺波チューリップ公園　ほか

都市基盤整備の推進について５１
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富山駅周辺の整備

都市計画道路　高岡駅波岡線 

都市計画道路 高岡駅波岡線

○無電柱化により快適な歩行空間を確保
○魅力ある都市景観の形成により、観光客の増加等、

中心市街地活性化に寄与
○災害時の電柱倒壊や電線切断などの危険性を除去

富山駅周辺の整備

○富山地方鉄道本線の高架化
○駅周辺のアクセス道路の整備

整備後(整備済工区)

電鉄富山駅から東を望む

(都)堀川線 アンダーパス部の渋滞状況

整備前(整備済工区)

(都)堀川線 アンダーパス部の冠水状況

R5.7

電鉄富山駅から東を望む

（都）堀川線 アンダーパス部の冠水状況

R ５ ． ７

整備前（整備済工区）

（都）堀川線 アンダーパス部の渋滞状況

整備後（整備済工区）

○無電柱化により快適な歩行空間を確保
○魅力ある都市景観の形成により、観光客の増加等、

中心市街地活性化に寄与
○災害時の電柱倒壊や電線切断などの危険性を除去

○富山地方鉄道本線の高架化
○駅周辺のアクセス道路の整備
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（国土交通省）

　道路は、県民生活や経済活動を支える基礎的な社会資本であり、
安全・便利で快適な生活が営めるよう高規格道路から生活道路まで、
体系的な道路整備を進めている。
　本県では、観光振興、産業・地域活性化の取組みを加速し地方創
生を実現させるとともに、頻発する災害を踏まえ、強靱な国土づく
りを目指すうえでも、道路の整備促進に取り組んでいる。
　ついては、資材価格の高騰や賃金水準が上昇するなかでも、国土
強靱化実施中期計画に基づき、必要な予算・財源を別枠で確保する
とともに、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　高規格道路等の整備促進
　⑴　能越自動車道
　　　　輪島市までの早期全線開通
　　　　地方の意見を踏まえた国等による一元的管理
　　　　福岡ＰＡのＩＣ化など利用者の利便性向上対策
　⑵　高規格道路
　　　　富山高山連絡道路（猪谷楡原道路、大沢野富山南道路）
　　　　富山外郭環状道路（豊田新屋立体、中島本郷立体）
　　　　高岡環状道路（六家立体、県道高岡環状線、北側区間）
　⑶　北陸と関東を結ぶ広域道路
　　　　中部縦貫自動車道、北アルプスゴールデンルート
　⑷　一般国道、県道及び市町村道
　　　　国道８号（入善黒部バイパス、倶利伽羅防災、
　　　　　　　　　富山朝日防災）
　　　　国道４１５号（新庄川橋、氷見羽咋防災）　ほか
２ 　安全・安心のみちづくりの促進
　⑴　通学路対策など交通安全施設の整備
　⑵　落石、雪崩などに対する防災対策施設や県境道路等の整備
　⑶　道路施設の老朽化対策等
　⑷　十分な除雪予算の確保や除雪機械・消雪施設の更新等

地方創生や国土強靱化に向けた道路整備の促進
について

５２
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（国土交通省、財務省）

　本県は、日本海側の中心に位置し、北陸新幹線や高速道路、空港
などにより各県、地域を結び、環日本海地域をはじめ世界をもつな
ぐ「北陸の十字路」である。この地理的な優位性を活かし、地域間
の連携を強め、飛躍する富山の創造を目指している。
　この実現には、南北に各県、地域を結ぶ東海北陸自動車道を全線
四車線化し、日本海国土軸と太平洋新国土軸との連携を強化するこ
とが不可欠である。
　県内区間では、全て四車線化が進められ、段階的に供用が図られ
てきた。
　事業中区間の整備促進に加え、残る飛驒トンネルを含む区間を早
期事業化し、全線四車線化の実現に繋げていきたい。
　ついては、次の事項について格段のご配慮を願いたい。

１ 　整備促進
　・福光ＩＣ～南砺スマートＩＣ間
　・五箇山ＩＣ～城端スマートＩＣ間
　・白川郷ＩＣ～五箇山ＩＣ間
　・飛驒清見ＩＣ～白川郷ＩＣ間の飛驒清見付近の約４㎞

２ 　早期事業化
　・飛驒清見ＩＣ～白川郷ＩＣの飛驒トンネルを含む区間約１９㎞

東海北陸自動車道の全線四車線化について５３
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東東海海北北陸陸自自動動車車道道 飛飛驒驒清清見見IICC～～小小矢矢部部砺砺波波JJCCTT
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県
内
区
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城端TN：3.2km

袴腰TN：5.9km

椿原TN：2.7km

飛驒TN：10.7km

４車線化等整備済 区間

４車線化等事業中 区間

真木TN：1.6km

楮成出TN：2.0km

事事業業化化要要望望区区間間
約約 1199  kkmm

（（飛飛驒驒トトンンネネルルをを含含むむ））

令和元年９月10日「高速道路における安全・安心基本計画」４車線化の優先整備区間に飛驒清見ＩＣ～南砺ＳＩＣ間64kmが選定

至 石川県

整備済み
約 ７ km

整備済み
約 １ km

整備済み
約 ２ km

整備済み
約 ２ km

約約 6688 kkmm
飛飛驒驒清清見見ＩＩＣＣ～～

小小矢矢部部砺砺波波ＪＪＣＣＴＴ

約 17 kmうち４車線化等 整備済

約 32 km事業中

約約 1199 kkmmううちち事事業業着着手手要要望望区区間間

小白川TN：0.5km

有家ヶ原TN：1.8km

下田TN：1.2km

事業中
約 13 km

事業中
約 10 km

LL== 約約 6688 kkmm

４４車車線線化化
要要望望区区間間

富富山山県県内内
LL== 約約 3333 kkmm

東海北陸自動車道 LL==約約118855 kkmm

L=117km

※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある
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約 ５ km

整備済み
約 ５ km

至 新潟県

準準備備調調査査箇箇所所
約約 1122 kkmm

（（飛飛驒驒トトンンネネルルをを含含むむ））

準備調査箇所

事業中
約 ４ km
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　近年、自然災害が激甚化・頻発化しており、本県においても令和 ５年 ６
月、 ７月の豪雨や令和 ６年能登半島地震により甚大な被害が発生している。
こうした中、本県では災害から県民の生命と財産を守り、県のさらなる成
長に繋げるため、治水・土砂災害対策や老朽化対策など「令和の公共イン
フラ・ニューディール政策」に取り組むとともに、あらゆる関係者が協働
して行う「流域治水」を推進している。
　ついては、資材価格の高騰や賃金水準が上昇するなかでも、国土強靱化
実施中期計画に基づき、必要な予算・財源を別枠で確保するとともに、次
の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　流域治水の推進
　⑴　河川改修事業　　　　　神通川（国直轄）、地久子川、鴨川　ほか
　⑵　堰堤改良事業　　　　　白岩川ダム　ほか
　⑶　農村地域防災減災事業　針山口六ヶ用水一期地区　ほか
　⑷　下水道事業　　　　　　松川第二排水区、石瀬排水区　ほか
２ 　土砂災害対策等の推進
　⑴　砂防事業　　　　　　　立山砂防（国直轄）、池川　ほか
　⑵　治山事業　　　　　　　常願寺川地区（国直轄）、大勘場地区　ほか
　⑶　地すべり対策事業　　　胡桃地区、蟹寺地区、中瀬２期地区　ほか
　⑷　急傾斜地崩壊対策事業　本江⑵地区　ほか
３ 　海岸保全対策の推進
　　海岸侵食対策事業等　　　下新川海岸（国直轄）、富山海岸
　　　　　　　　　　　　　　魚津港海岸、水橋漁港海岸　ほか
４ 　地震・津波対策の推進
　⑴　海岸・港湾・漁港施設における地震・津波対策の整備推進
　⑵　橋梁の耐震化や緊急輸送道路となる道路ネットワーク等の整備

推進
５ 　公共土木施設などの長寿命化・老朽化対策の推進
　⑴　道路施設、海岸・港湾・漁港施設、河川管理施設、農業水利施

設、上下水道施設、工業用水道施設などの長寿命化等の戦略的維
持管理・更新の実施

　⑵　土木技術者の人材確保・育成に向けた取組への支援及び業務効
率化に向けたＩＣＴ等のデジタル新技術の開発や活用の推進

６ 　流木対策の推進
　　渓流等における流木対策施設の整備
　　　神通川水系砂防（国直轄）、寺谷敷谷川、干谷川地区　ほか
７ 　時限措置となっている事業の期限延長
　　緊急自然災害防止対策事業（令和７年度まで）

（国土交通省、農林水産省、経済産業省、総務省）

災害につよく強靱な県土づくりに向けた
防災・減災対策の推進について

５４
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県内初の線状降水帯に伴う土砂災害
民家背後の斜面崩壊記録的短時間豪雨による越水氾濫

集中豪雨による市街地の浸水被害

山腹崩壊による土砂災害 高波（寄り回り波）による災害
防波堤を乗り越える高波

白岩川［令和５年６月　立山町］ 砂子谷［令和５年７月　南砺市］

谷内谷［平成２９年１月　南砺市］ 下新川海岸［平成２０年２月　入善町］

地久子川［平成２４年７月　高岡市］ 富山市長江［令和４年８月］
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（国土交通省）

　一級河川庄川では、昭和５１年の台風１７号や平成１６年の台風２３号に
よる出水など幾度も洪水による大きな被害が発生しており、早期の
治水対策が強く求められている。
　このため、国による利賀ダムの建設が平成 ５年度から進められて
いる。
　利賀ダム建設事業については、国において、平成２２年 ９ 月からダ
ム事業の検証が行われた結果、平成２８年 ８ 月に事業を継続するとの
対応方針が決定されたところであり、将来、国道４７１号利賀バイパ
スの一部となる利賀トンネルなどの整備が進められるとともに、令
和 ５年度には、ダム本体工事に着手された。
　利賀ダムは、庄川水系河川整備基本方針に定められた１５０年に １
回程度発生する洪水に対応できる治水安全度を確保するために計画
された。
　また、沿川の全ての市長がダム本体の早期整備を強く要望してお
り、近年、集中豪雨等による災害が全国的に頻発していることから
も極めて重要である。
　ついては、災害につよく強靱な県土づくりを推進し、沿川住民の
生命と財産や地域の安全を守るため、次の事項について格段の配慮
を願いたい。

　事業執行の効率化やコスト縮減をより一層進め、総事業費の
抑制に最大限努めるとともに、計画的かつ１日も早い完成を図
ること

利賀ダムの建設促進について５５
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（国土交通省、総務省、環境省）

　ダイオキシン類については、人の健康や生態系に有害な影響を及
ぼすおそれがあることから、環境汚染の実態把握や事業者への適正
な監視・指導などの積極的かつ速やかな対応が必要となってきてい
る。特に、ダイオキシン類に汚染された富岩運河等における改善対
策の実施とその維持管理が必要である。
　本県では、富岩運河等におけるダイオキシン類の汚染対策を、
「公害財特法」（公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措
置に関する法律）の失効後、国庫補助及び地方財政措置で実施して
おり、これらの措置期間は令和 ７年度までとなっている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　「公害財特法」失効後の財政措置期間の延長と公害防止対
策事業の推進に必要な予算確保

２ 　大量のダイオキシン類汚染土を対象とした、安全で低コス
トな無害化処理技術の確立

３ 　覆砂、浚渫除去等による改善対策後の維持管理費の「公害
防止事業費事業者負担法」に基づく事業者負担の制度化

４ 　ダイオキシン類の迅速で低コストな測定法の開発のさらな
る推進

ダイオキシン類対策における「公害財特法」
失効後の財政措置期間の延長等について

５６
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（国土交通省）

　「国際拠点港湾」伏木富山港は、対岸諸国のみならず東南アジア
等の成長力を我が国に取り込む重要な役割を担うとともに、太平洋
側港湾の代替港としての強化や脱炭素社会への貢献が求められてい
る。このため、環日本海地域をはじめ世界をもつなぐ「北陸の十字
路」構想の実現に向け、本港のさらなる機能強化を図る必要がある。
　また、港湾施設の老朽化が進み、維持管理や更新費用の増大が見
込まれ、能登半島地震の影響を踏まえた計画的・効率的な管理運営
を図るほか、運河整備による親水空間の創出を図る必要がある。
　さらに、新川地域の海上輸送拠点である魚津港の機能強化や老朽
化対策、海岸整備による防災対策を推進する必要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　「国際拠点港湾」伏木富山港の整備
　　・新湊地区
　　　　国際物流ターミナル北４号岸壁の延伸、
　　　　新湊大橋の機能確保（予防保全）及び監視機能強化、
　　　　新港大橋の耐震対策
　　・伏木地区
　　　　伏木外港の岸壁等整備、北防波堤の老朽化対策、
　　　　臨港道路伏木外港１号線、外港緑地の整備、
　　　　伏木港大橋の老朽化対策
　　・富山地区
　　　　西防波堤の老朽化対策、
　　　　富岩運河・住友運河の遊歩道整備
　　・カーボンニュートラルポート形成実現への支援
　　・国有港湾施設の国の負担による維持管理　　　ほか
２ 　魚津港の整備
　　・臨港道路（橋梁）の耐震対策、岸壁等の老朽化対策
３ 　海岸の整備
　　・伏木富山港海岸、魚津港海岸の海岸侵食対策　ほか

「国際拠点港湾」伏木富山港の機能強化・老朽化
対策等について

５７
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新湊地区 

伏木地区 

伏木外港 

臨港道路 

伏木外港 1 号線 

国際物流ターミナル 

北４号岸壁の延伸 

外港緑地 

伏木港大橋 

の老朽化対策 

魚津港海岸の 

海岸侵食対策 

北防波堤の老朽化対策 

伏木地区

新湊地区 富山地区

魚津港

伏木富山港

新港大橋の耐震対策 

伏木外港の 

岸壁等整備 

新湊大橋の機能確保（予防保全） 

及び監視機能強化 

港湾施設の老朽化対策・機能維持 

ＣＮＰ形成実現への支援 

海岸整備 

緩衝緑地 

富山地区 

住友運河 富岩運河 

富岩運河・住友運河の遊歩道整備 

中島閘門 

富岩運河 

西防波堤の老朽化対策 
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（国土交通省）

　伏木富山港の伏木地区では、船舶の大型化への対応等を図るため
外港整備に取り組んできており、防波堤や岸壁の整備に加え、物流
機能強化のための臨港道路、耐震強化岸壁のほか、緑地や大型クル
ーズ船に対応した係留設備の整備を進めてきている。
　しかしながら、伏木外港では、カーボンニュートラルに向けた国
際的な低炭素化の流れから、令和 ４年 ７月に運転開始したバイオマ
ス発電所で使用する木質ペレットの取扱貨物量の増加や、金属くず
の取り扱いについても増加が見込まれ、令和 ４年１１月から万葉 １号
岸壁での石油製品の受入れ開始に伴い、石油製品以外を取扱う岸壁
やヤードが不足している。
　さらに、木質ペレット、原塩等を輸送する船舶の大型化による物
流の効率化や安定した原材料の調達等を図るため、伏木外港を日本
海側の輸送基地拠点とする検討も進められており、これに伴う滞船
の増加やふ頭用地の不足が懸念される。
　このような状況を踏まえ、伏木外港において、より多くの貨物船
の同時接岸を可能とし、円滑な物流機能を確保し、安定した経済活
動に繋げる必要がある。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

伏木外港の岸壁延伸、泊地及びふ頭用地等整備の早期事業化

日本海側の国際拠点港湾を担う伏木外港の岸壁等
整備について

５８
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新湊地区 富山地区 
伏木富山港 

岸壁の利用状況 

岸壁（-12m） 
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港湾関連用地 

伏木地区（伏木外港） 
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（国土交通省、内閣官房、文部科学省）

　本県では、富山県観光振興戦略プランに基づき、選ばれ続ける観
光地の実現に向けた取組みを進めており、高付加価値な観光コンテ
ンツの創出など、登録ＤＭＯである（公社）とやま観光推進機構等
と連携し官民一体となって、観光消費の増大と、観光振興による地
域経済の活性化を目指している。
　また、訪日外国人旅行者が増加傾向にある中、インバウンド需要
を確実に取り込むため、インバウンドにも対応した高付加価値な観
光地域づくりを推進するとともに、地域の観光資源を活用したプロ
モーションや、近隣県と連携した広域的な取組みにより、本県の魅
力的な観光資源を戦略的にアピールし、誘客促進に努めている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　インバウンドにも対応した高付加価値な観光地域づくりへ
の支援

　⑴　長期滞在や高単価の客層の誘致にもつながる、上質で利
便性の高い受入環境整備への支援

　⑵　消費額の拡大や地方誘客の促進を図るための取組みや、
「地方における高付加価値なインバウンド観光地づくり　
モデル観光地」への集中的な支援

　⑶　グローバル化や多様なニーズに対応できる人材育成への
支援

　⑷　観光におけるＤＸの普及、加速化に向けた取組みへの支援
２ 　ＪＮＴＯによる地方誘客促進のための戦略的なプロモーシ

ョンの充実
３ 　自治体、ＤＭＯ、民間事業者等が連携して実施する広域周

遊観光を促進する取組みや情報発信等に対する継続的な支援
４ 　国際観光旅客税の税収の一定割合を地方団体にとって自由

度が高く、創意工夫が活かせる交付金等による地方への配分
５ 　観光立国に向けた意欲的な自治体の取組みに対する重点支援
６ 　文化財の観光資源としての活用への支援
７ 　クルーズ客船プロモーションの推進
８ 　国際会議の誘致促進

戦略的な観光地域づくりとインバウンド誘客の
推進について

５９



―　　―77

（国土交通省、内閣官房、環境省、農林水産省）

　富山県では、「立山黒部」の持つ自然・歴史・文化・産業・防災
といった多種多様な魅力をより一層磨き上げ、「立山黒部」を世界
水準の「滞在型・体験型」の山岳観光地とするため、様々なプロジ
ェクトを推進している。
　また、６０年来の課題であった「黒部ルートの一般開放・旅行商品
化」については、令和 ６年能登半島地震の影響で黒部峡谷鉄道が全
線開通できないことに伴い、「黒部宇奈月キャニオンルート」とし
ての開始は令和 ８年以降に延期となったが、新たな観光ルートの形
成が立山黒部エリアはもとより、県内全域に波及効果をもたらすよ
う準備を進めている。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　黒部宇奈月キャニオンルート、立山砂防、布橋灌頂会など
の「防災・産業」、「歴史・文化」を素材とした観光商品化や
旅行商品の磨き上げへの支援と、能登半島地震の被災状況に
応じた観光コンテンツ造成への支援

２ 　称名滝を十分眺望でき、観光客の満足度を高めるための施
設を国において整備

３ 　国立公園満喫プロジェクトの２０２１年以降の取組方針におい
て示された「さらなる高みを目指した集中的な取組」の「立
山黒部」での推進

４ 　国立公園と国有林の連携事業において重点地域に選定され
た「中部山岳国立公園」について、自然保護と利用の両立に
向けた取組の推進

５ 　ＩＣＴを活用した旅行者の利便性向上等への支援
６ 　登山道の整備や英語表記、山岳トイレなどの整備・更新へ

の支援

「立山黒部」の高付加価値化の推進について６０
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（環境省、経済産業省、国土交通省、総務省）

　本県では、２０５０年までのカーボンニュートラルの実現を目指す
「富山県カーボンニュートラル戦略」を策定し、省エネルギーの徹
底や再生可能エネルギーの最大限の導入等に向けた取組みを進めて
おり、目標の達成に向けて、取組みのさらなる強化が必要である。
　また、新エネルギー資源の開発等について、水素の利活用が見込
まれる部門における需要の拡大を進めるため、官民が一体となって、
水素ステーションの整備やＦＣＶ（燃料電池自動車）の普及に向け
積極的に取り組んでいるほか、地熱発電について、開発を目指して
粘り強く取り組んでいるところである。
　ついては、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　カーボンニュートラルに資する技術革新や、デコ活、熱中
症対策などに関する全国規模での普及啓発の促進及び脱炭素
先行地域の取組みなど地方自治体への支援の拡充並びに再生
可能エネルギーの地域共生のための技術的助言等の支援及び
温室効果ガス排出量の推計値などの速やかな情報提供

２ 　ＺＥＢ・ＺＥＨ等建築物のネット・ゼロ・エネルギー化や、
工場等での熱電併給の導入などの省エネ設備、エネルギー管
理システムなど、省エネルギーの普及に関する制度、支援の
充実

３ 　地方自治体による地球温暖化対策を一層推進するため、
「脱炭素化推進事業債」の延長など公共施設の省エネルギー
化や再生可能エネルギー導入等への支援の継続

４ 　立山温泉地域の資源調査や魚津地域でのバイナリー発電導
入をはじめとした地熱開発の推進に向け、資源調査に係る補
助制度や買取制度の充実のほか、資源探査精度向上や掘削・
建設費用の縮減に資する技術開発の促進

５ 　小水力発電に係る適正な買取価格の設定や洋上風力発電に
係る技術開発・関係者との調整等、地域特性を活かした再生
可能エネルギーの普及・導入促進に関する支援の充実や系統
への接続可能量の更なる拡大

６ 　水素社会の実現に向けた、製造から貯蔵・輸送、利活用ま
での水素サプライチェーンの構築のため、水素ステーション
の設置・運営に係る補助制度の充実や規制改革の着実な推進、
ＦＣＶ（燃料電池自動車）の普及に係る補助制度の充実と継続

７ 　日本海側における表層型メタンハイドレートの資源量全体
を把握するための調査の実施や回収・生産技術の開発の促進

カーボンニュートラルの実現に向けた
省エネルギー・再生可能エネルギー対策や
新エネルギー資源開発の推進について

６１



―　　―79

（環境省、外務省、国土交通省）

　日本・中国・韓国・ロシアが共同で北西太平洋の環境保全に取り
組む北西太平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰＡＰ）が採択され、その
地域調整部（ＲＣＵ）が本県と韓国釜山に共同設置されているほか、
本県が設立した（公財）環日本海環境協力センター（ＮＰＥＣ）が
特殊モニタリング・沿岸環境評価地域活動センター（ＣＥＡＲＡＣ）
に指定されている。
　また、本県では、環日本海地域の地方自治体等と連携して、海岸
生物調査、マイクロプラスチックを含む海岸漂着物の調査と発生抑
制に向けた環境学習・啓発、環境関連情報の共有・発信などの国際
環境協力事業に継続的に取り組むとともに、衛星画像解析による富
山湾の藻場の生息状況等の調査を実施している。
　このほか、近年、日本海沿岸で大量に確認された外国語表記のあ
る注射器などの漂着物について、海岸利用者等が危害を受けないよ
う実態把握を進めるとともに、関係国に働きかけを行う必要がある。
　ついては、環日本海地域の環境保全施策を一体的に推進するため、
次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　北西太平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰＡＰ）地域調整部
（ＲＣＵ）富山事務所並びに地域活動センター（ＣＥＡＲＡＣ）
への支援の確保等

２ 　海洋ごみ、生物多様性、気候変動などの国際的な環境問題
について環日本海地域の産学官が連携して実施する環境学
習・啓発などの取組みへの支援と国における対策の充実

３ 　海岸管理者、市町村等が実施する海岸漂着物等の発生抑制
や、緊急的な対応も含めた回収処理に対する財政支援のため
の十分な予算の確保と充実

４ 　海外由来と疑われる危険な海岸漂着物などの全国的な漂着
状況の把握、関係国に対する原因究明や対策の要請

環日本海地域の環境保全施策（漂着ごみ、生物多様性等）
の推進について
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（環境省）

　一昨年、全国的にもクマによる人身被害が過去最悪になる中、本
県においてもツキノワグマによる深刻な人身被害が発生し、ツキノ
ワグマ対策は喫緊の課題となっている。
　さらには、ニホンジカとイノシシの個体数は引き続き高い水準にあ
り、農林業や生活環境、自然環境への被害、イノシシの豚熱（ＣＳＦ）
感染が拡大するなど、捕獲の強化が急務である。
　また、中部山岳国立公園の立山室堂や黒部峡谷など、国立公園の
保護及び利用上重要な地域においては、老朽化した施設の改良や登
山道等の再整備、外国人にも対応した案内看板等、国直轄事業や国
交付金事業の活用により、施設整備を着実に実施する必要がある。
　ついては、本県の野生鳥獣管理の推進、優れた自然環境の保全と
利用を図るため、次の事項について格段の配慮を願いたい。

１ 　指定管理鳥獣対策事業の予算の確保と拡充
　⑴　ツキノワグマ
　　・指定管理鳥獣対策事業交付金における市町村への間接補

助金について、捕獲報奨金、および地域住民が主体的に
実施するクマ対策に対して活用できるように拡充すると
ともに、必要なクマ対策が十分実施できるよう継続事業
も含めた予算の確保

　⑵　ニホンジカ、イノシシ
　　・計画策定や効果的捕獲、担い手の育成、豚熱対策として

の捕獲の強化など、野生鳥獣管理の推進を図るための事
業の予算の確保

２ 　中部山岳国立公園の整備の推進
　⑴　国直轄事業
　　・雲ノ平地区（太郎山三俣蓮華岳線）
　⑵　国交付金事業
　　・立山地区（弥陀ヶ原園地周遊歩道）
　　・薬師沢地区（太郎山三俣蓮華岳線）

自然環境保全施策（クマ対策の強化を含む野生鳥獣管理、
国立公園の施設整備）の推進について
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（環境省（原子力規制委員会、原子力規制庁）、内閣府、総務省、経済産業省）

　本県では、万が一の原子力災害に備え、原発立地県や市町村、関
係機関と連携しながら、原子力防災対策の一層の充実・強化に取り
組んでいるところであるが、令和 ６年能登半島地震の教訓等も踏ま
え、次の事項について各段の配慮を願いたい。

１ 　原子力発電所の安全対策の徹底
　⑴　福島第一原発事故や令和６年能登半島地震の検証で得ら

れた知見を踏まえ、規制基準や法制度を絶えず見直してい
くなど、原発の安全規制の充実強化に不断に取り組むとと
もに、電力会社に対する指導・監督を徹底すること

　⑵　原発の新規制基準適合性審査や再稼働について、科学的
な調査・分析、十分な検証等を行い総合的に判断し、その
結果を住民等も理解し納得できるよう丁寧に説明すること

　⑶　原発に対するミサイル攻撃など武力攻撃の抑止や防衛に
ついて、国の責任において対応すること

２ 　原子力防災対策の充実
　⑴　屋内退避の運用に関する検討チーム会合報告書の内容や

令和６年能登半島地震の検証などを踏まえ、家屋が倒壊し
屋内退避が実施できない事態を想定し、原子力災害対策指
針等への早期反映や、ＵＰＺ内の指定避難所や社会福祉施
設等において、屋内退避を継続できる環境の整備を推進す
るための放射線防護対策事業の対象拡大について、財政支
援を拡充するなど、原子力防災対策の充実に努めること

　⑵　令和６年能登半島地震を踏まえ、環境放射線に関するモ
ニタリングポストの通信回線の信頼性向上に向けた対策に
ついて、迅速かつ着実に実施すること

　⑶　安定ヨウ素剤の服用根拠の明確化や、避難退域時検査の
体制整備、広域避難における関係自治体等との調整及び支
援体制の構築、ＵＰＺ外の必要な防護措置や社会福祉施設
等への避難における特例措置の制度化、甲状腺被ばく線量
モニタリングに係る具体的な実施体制等の整備のあり方な
どについて、国で検討を進めるなど、原子力防災に万全の
対策を講じること

　⑷　地方公共団体の原子力防災対策経費について、職員の人
件費も含めた確実な財政措置や、ＵＰＺ内地方公共団体へ
の新たな交付金などの財政支援を講じること

原子力防災対策の強化について64




